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　平成23年度は教育センター長としての２期目、３年目の年度とな
り、平成22年度から始まった第２期中期目標・中期計画の中での以
下の５項目を目標として取り組んできました。
　⑴　進取の精神に支えられた人間力（社会参画意欲を持ち、正し
い倫理観を持って社会に貢献できる強い意思と能力）を培うプ
ログラムを構築するとともに、カリキュラム・マップによる教
育課程の明確化を実施する。

　⑵　共通・基礎教育課程において、基本的に専任教員により継続
的に担っていく方式の導入を検討する。この基本的な方針は、
全学の専任教員が教育に対して同等の負担をすべきであるとい
うルール、教育負担基本原則を構築することである。

　⑶　大学憲章に謳われている「国際社会で活躍できる人材」を養成する必要から、質の良い外国語教
育を推進するために、外国語教育の専任教員を教育センターに確保し、そののち外国語教育センター
（仮称）の設置に繋げ、共通・専門教育における外国語教育の実施母体とする。

　⑷　質の良い共通教育を継続的に行うために、教育に係る学共施設等（教育センター、生涯学習教育
研究センター、留学生センター、稲盛アカデミー、国際戦略本部、附属図書館、学術情報基盤セン
ター、北米教育研究センターなど）が連携し、共通教育の企画・運営を効率よく進めるための組織、
高等教育機構（仮称）のような組織の設置を検討し、この組織のあり方について、教育センターを
中心に実務的な実績を積み上げる。

　⑸　その他、全学的に取り組む必要がある教育プログラム、例えば、学芸員資格関係科目群や大学院
共通科目群などについて、教育センターの下で新しい運営組織を設置することにより、統括的に企
画・運営が行える体制とする。

　平成23年度末には、目標⑴のほぼ完成形を作り上げることができ、全学部の了承を得る作業が少し遅
れている状況となっています。目標⑸については、関連諸規則の改正も行われ、実質的には平成24年度
から運営組織が活動を進めることとなりました。
　目標⑵は、共通教育課程においてもっとも大きな課題です。平成22年度から非常勤講師の雇用につい
て、内容を十分に精査することで適切な雇用を進めるように努力しています。一方、教養科目の継続性
や専任教員による教育負担の問題は、教員の退職等による継続性の途絶、定期的な教育担当の輪番制か
らくる教育科目内容の変化などの問題、さらには専門教育・研究に目が向いている教員に共通教育を担っ
てもらうためには、共通教育の意義と役割の明確化と周知が不可欠です。
　目標⑶と⑷については、教員定員の確保や組織改編が伴うものであり、教育センターだけではとても
達成できるものではなく、学長・理事等の理解と了解が不可欠となります。
　教育センターとしては、平成24年度末までに目標⑴、⑵と⑸だけは達成するべく、努力を進めたいと
思っています。もう少し頑張って、職務を全うして目標を達成するべく努めますので、関係各位のご理
解とご協力をお願い申し上げます。

教育センターの役割と使命について

教育センター長　門　　　久　義
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　鹿児島大学教育センターは、大学での教育方法や、授業方法の改善などについて研究・開発し、提言
を行う高等教育研究開発部と、共通教育科目等に関して企画・実施をする共通教育企画実施部、外国語
教育の開発や提言を行う外国語教育推進部、大学院共通科目教育の企画・立案・実施を行う大学院共通
科目・特別コース推進部の４部で構成されており、鹿児島大学における教育の拠点として位置づけられ
ています。

教育センターの組織

　高等教育の研究・開発・提言、共通教育等の企画・立案・実施、外国語教育の企画・提言・推進及び
大学教育の全学的な連絡調達

 ・高等教育の教育方法及び教育支援等の研究開発
 ・ＦＤの研究開発、実施及び授業改善
 ・教育評価の研究開発及び自己点検・評価等

 ・共通教育等の調査・研究・開発
 ・共通教育等の授業の実施に係る具体的事項の企画・運営
 ・共通教育等と専門教育との連絡・調整等

 ・共通教育等外国語教育の企画・提言
 ・外国語教育の改善・提言
 ・外国語教育の研究、カリキュラムの開発及び推進等

 ・大学院共通科目・特別コースの企画・立案
 ・大学院共通科目・特別コースの科目担当教員の資格
 ・大学院共通科目・特別コースの授業の計画・実施・運営等

 ・授業科目の企画・立案・実施
 ・当該科目の時間割作成等

 ・授業科目の企画・立案・実施
 ・当該科目の時間割作成等

各科目専門委員会

教育センター

高等教育研究開発部

共通教育企画実施部

外国語教育推進部

大学院共通科目・特別コース推進部

各運営委員会

高等教育
研究開発部

共通教育
企画実施部

教育センター

教育センター会議

外国語
教育推進部

外国語科目専門委員会と
意見交換

大学院共通科目・
特別コース推進部

各科目委員会
教養科目専門委員会
情報科学科目専門委員会
外国語科目専門委員会
体育・健康科目専門委員会
日本語・日本事情科目専門委員会
基礎教育科目専門委員会
学芸員資格科目委員会

各運営委員会
島嶼学教育コース運営委員会
環境学教育コース運営委員会
食と健康教育コース運営委員会
外国語コミュニケーション教育コース運営委員会



Ⅱ　特　　　　集





Ⅱ　特集

－ 3 －

１．鹿児島大学の教育課程と共通教育課程
　教育センターでは、平成21年度から新しい共通教育課程について検討を開始し、鹿児島大学憲章に基
づく学習・教育目標を組み立てるとともに、科目群の再編成を行い、平成23年度から全学への検討依頼
を進めてきた。この中で、鹿児島大学の専門教育課程と共通教育課程の関係を図１のように位置づける
こととなった。
　すなわち、共通教育課程は「人間力」を養成することを
目的とし、とくに実践力、判断力、精神力、コミュニケー
ション力、身体力と知力の養成を目指すこととした。さら
に専門基礎力を養成するとともに、人間力の上に専門課程
で専門能力を育成することにより、卒業時には学士力が備
わっているように鹿児島大学の教育課程を構築するもので
ある。
　なお、第２期中期目標・中期計画に、「学士力を培う共
通教育カリキュラム等の改革を推進する。」と謳われ、さ
らに教育改革室の中の新規授業科目開発検討プロジェクト
チームは、「学生の『人間力』涵養推進のために、新規授
業科目を開発する。」としている。このことから、共通教
育において人間力養成プログラムを構築することは不可欠な状況となっている。
○人間力養成プログラム
　人間力の要素として、「知力」、「実践力」、「判断力」、「コミュニケーション力」、「精神力」と「身体力」
に区分けし、共通教育はこれらの能力を養成するプログラムと位置づける。鹿児島大学の教育課程は、

「人間力」に「専門能力」を加えることにより、「学士力」が達成されるものとなる。
　鹿児島大学の大学憲章に謳われている「進取の精神」を養成するとともに、中央教育審議会答申「学
士課程教育の構築に向けて」における学士力、すなわち「知識・理解」、「汎用的技能」、「態度・志向性」、「総
合的な学習経験と創造的思考力」の四つの能力の育成を目標として、鹿児島大学の教育課程が存在する。
これにより、21世紀型市民としての能力の育成を目指す。
○専門基礎力養成プログラム
　本プログラムは、専門の基礎として必要とされる科目群をとりまとめたものである。原則として学部
単位で共通の科目群を提供する。基本的には現行の基礎教育科目に準じているが、法文学部と教育学部
についても、専門基礎力養成プログラムに科目を設置することが今後の検討課題である。

２．共通教育課程における新カリキュラムについて
　2.1　共通教育の新枠組
　　新しく構築する共通教育の新枠組と新学習・教育目標を表１に示す。下表には、「○○○を学ぶ」

という小枠組により、関連する科目群をまとめてある。上表、「新枠組の該当科目群」の列に示す数
字は、下表の各小枠組の番号である。この小枠組により、学生は各科目群の位置付けをよく理解した
うえで、履修を考えることができる。今後は、表１に基づき、それぞれの科目担当者がシラバスに新
学習・教育目標との関係を明確に示すなど、記載内容を修正することが必要となる。

　　「進取の精神」を養成するプログラムとして、「人間力養成プログラム」を設けるとともに、専門基

進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革について

教育センター長　門　　　久　義

判断力

実践力

知力

コミュニケー
ション力

精神力

身体力

門 能

専 力

士

学 力人間力

専門
基礎
力

　　図１　鹿児島大学の教育課程
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礎能力の養成につながる「専門基礎力養成プログラム」を設置して、これら２つのプログラムにより
鹿児島大学の共通教育課程とする。

　2.2　共通教育課程の教育目標と学士力
　　表２は、共通教育課程の新学習・教育目標と学士力の関係をまとめたものである。これにより、新

学習・教育目標と学士力の各項目との関係が明示されている。

共通教育課程の新枠組（案）における該当科目群の番号

表１　共通教育等の新枠組と新学習･教育目標
現行
分野 新学習・教育目標 新枠組の該当科目群 新プログラム

共通
教育
科目

①倫理観に支えられた社会参
画意識と社会貢献意欲をもち、
地域に学んでその問題に継続
して果敢に取り組むことがで
きる

２～６ 実践力
判断力
精神力

身体力

人
間
力
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

②自己開発と自己管理能力を
もち、チームワーク活動で適
切なリーダーシップを発揮で
きる

１～７

19

③文化、社会、自然に関する
適切な認識と深い理解をもっ
ている

８～ 18 知力

④日本語表現力と国際社会で
のコミュニケーション能力を
発揮できる

20～ 22 コミュニケーション力

基礎
教育
科目

⑤科学的方法を理解し、応用
能力を身に付け、絶えず向上
心を持ち続ける

23～ 28 専門基礎力養成プログラム

人間力養成プログラム 専門基礎力養成プログラム
実践・判断・精神力

１．大学での学び
２．自己確立・他者理解を学ぶ
３．地域・体験を学ぶ
４．国際交流を学ぶ
５．ボランティアを学ぶ
６．環境を学ぶ
７．保健を学ぶ
知力（人文・社会科学）

８．文学・芸術を学ぶ
９．歴史・地理を学ぶ
10．法・政治を学ぶ
11．経済・経営を学ぶ
12．社会を学ぶ
13．心理を学ぶ

知力（自然科学）
14．数学を学ぶ
15．物理・宇宙・地球を学ぶ
16．化学を学ぶ
17．生物学を学ぶ
18．応用技術を学ぶ

身体力
19．体育・健康を学ぶ（現行のまま）

コミュニケーション力
20．情報・通信を学ぶ（現行のまま）
21．外国語を学ぶ（現行のまま）
22．日本語・日本事情を学ぶ（留学生向け）

専門基礎力
23．数学
24．物理学
25．化学
26．地学
27．生命科学
28．生物・生態学
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表２　新学習・教育目標と学士力の関係

　2.3　共通教育課程のカリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施の方針）
　　新共通教育課程では、共通教育の学習・教育目標を達成するために、人間力養成プログラムと専門

基礎力養成プログラムを構築し、実践力、判断力、精神力、身体力、コミュニケーション力と知力の
養成を主眼としたカリキュラム（教育課程）を編成する。

　A）実践力、判断力と精神力を養成し、学習・教育目標①と②を達成するために７つの科目群（大学
での学び、自己確立・他者理解、地域・体験、国際交流、ボランティア、環境、保健）を設ける。

　B）人文・社会科学に関する知力を養成し、学習・教育目標③を達成するために、６つの科目群（文
学・芸術、歴史・地理、法・政治、経済・経営、社会、心理）を設ける。

　C）自然科学に関する知力を養成し、学習・教育目標③を達成するために、５つの科目群（数学、物
理・宇宙・地球、化学、生物学、応用技術）を設ける。

　D）身体力を養成し、学習・教育目標②を達成するために、体育・健康科目群を設ける。
　E）コミュニケーション力を養成し、学習・教育目標④を達成するために、３つの科目群（情報・通

信、外国語、日本語・日本事情）を設ける。
　F）専門基礎能力を養成し、学習・教育目標⑤を達成するために、６つの科目群（数学、物理学、化

学、地学、生命科学、生物・生態学）を設ける。
　　これらのカリキュラムに基づき、本学の教育理念である「進取の精神」をもち、地域と世界にしっ

かりと視点を向け、積極的な学びの姿勢と判断力・行動力を身に付けた逞しい学生を育成する。
　2.4　共通教育課程の卒業要件単位数
　　共通教育課程の卒業要件単位数については、全ての学部において、人間力養成プログラムの選択科

目群から、基本修得単位数を指定し、全体としては自由選択単位を設定するなどの工夫をする。

３．教育センターにおける今後の取組
　3.1　組織改編と運営方針
　⑴　３部会の会議等について

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

新学習・教育目標

（学生主体、卒業
時の完了系）

学　士　力
１．知識・理解 ２．汎用的技能 ３．態度・志向性

４．総合
的な学習
経験と創
造的思考
力

⑴多文化・
異文化に関
する知識の
理解

⑵人類の文
化、社会と
自然に関す
る知識の理
解

⑴コミュ
ニケー
ション・
スキル

⑵数量
的スキ
ル

⑶情報
リテラ
シー

⑷論理
的思考
力

⑸問題
解決力

⑴自己
管理能
力

⑵チー
ムワー
ク・リー
ダー
シップ

⑶倫理
観

⑷市民
として
の社会
的責任

⑸生涯
学習力

人
間
力
養
成

①倫理観に支えら
れた社会参画意識
と社会貢献意欲を
もち、地域に学ん
でその問題に継続
して果敢に取り組
むことができる

○ ◎ ◎ ○ ○

②自己開発と自己
管理能力をもち、
チームワーク活動
で適切なリーダー
シップを発揮でき
る

○ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

③文化、社会、自
然に関する適切な
認識と深い理解を
もっている

◎ ◎ ○ ◎ ◎

④日本語表現力と
国際社会でのコ
ミュニケーション
能力をもっている

◎ ◎ ○ ○ ○ ○

専門
基礎
力
養成

⑤科学的方法を理
解し、応用能力を
身に付け、絶えず
向上心を持ち続け
る

◎ ◎
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　　　高等教育研究開発部会、共通教育企画実施部会、外国語教育推進部会について、教育センター内
の組織・機能・権限の見直しを検討する。この作業は、平成24年度中に結論を得て、新体制に移行
する。なお、大学院共通科目・特別コース推進部会については、今回の改革が学部の共通教育であ
ることから、現状のままとする。

　⑵　科目専門委員会の再編
　　　共通教育企画実施部会の下にある科目専門委員会は、体系的科目分類に基づく委員会となってい

るが、新しい学習・教育目標と新枠組に応じた組織替えを検討する。新組織は、学習・教育目標を
達成するために科目の企画・運営を推進する必要から、各学部からの委員からなる委員会組織では
なく、科目群に関係する委員を全学から選出して科目プロデューサ（仮称）として委嘱する。さら
にこの委員会の委員長である科目マネージャ（仮称）は、共通教育企画実施部会に参加する。この
ような組織見直し作業も平成24年度中に結論を得て、新体制に移行する。

　⑶　経費の全面的な見直し
　　　鹿児島大学における教育負担基本原則を策定して学内教員による共通教育負担コマ数を明確にす

るとともに、共通教育の新学習・教育目標を達成するために、科目の総点検をして見直していくこ
とにより、非常勤講師の削減を進めるとともに、科目の内容等についても時間を掛けて改善してい
く。状況により各学部が負担している学生積算経費の見直しも必要となると思われる。この作業は、
平成24年度中に基本方針を得て、平成25年度以降、確実に推し進めなければならない。

　3.2　教育改革の推進
　⑴　カリキュラム・マップと学習ポートフォリオ
　　　鹿児島大学のアドミッション・ポリシー、新しい共通教育の学習・教育目標とカリキュラム・ポ

リシーに基づき、共通教育のカリキュラム・マップを整備する必要がある。これにより、学生は科
目の単位の修得により共通教育の学習・教育目標（あるいは学士力の各項目）をどの程度身につけ
られたかを、学習時間数等の表示で把握することができる。これを学習ポートフォリオとして、学
生に公開することも、第２期中期目標・中期計画に記述されている。

　　　カリキュラム・マップにおいて、学習･教育目標に対する各科目の対応は時間数とすべきであるが、
これはシラバスにおける授業計画の記述方法と密接に関係していることから、シラバス表記の改革
も伴うこととなる。また、課外活動やボランティア活動も学習ポートフォリオに加えることから、
必然的に活動時間数の表示ということになる。なお、共通教育では、平成23年度から新しいシラバ
ス・システムに移行し、上記の学習ポートフォリオの作成に対応できるものとなっている。

　⑵　共通教育を継続的に改善していくための組織活動
　　　教育改革は形ではなく、継続的に取り組んでいく姿勢が重要である。このためには、新しい共通

教育を維持・発展させていくための組織はどのようにあるべきか。鹿児島大学の仕組を考案するこ
とが不可欠であると考えている。すなわち、共通教育を維持・発展させていく組織づくりは旧教養
部の復活ではなく、全学の多様な教員組織により系統的な方針に基づき運営していくことが鹿児島
大学方式と考えている。そのためには、全学の教員の意識改革を継続的に行なっていくことが不可
欠であり、共通教育のための新しい全学出動方式への組織改編や個々の教員への授業改善のための
ＦＤ活動も行うことにより、共通教育が具体的で実りあるものにしていくことを目指している。こ
のような活動の中心的組織として、教育センター高等教育研究開発部が機能しなければならない。

以　上
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　大学院共通科目・特別コース推進部の役割は大学院共通科目・特別コースの企画・立案と実施・運営
である。大学院共通科目としては“インテンシブ英語アカデミッククラス”と“いのちを学ぶ科目群”
があり、大学院特別コースとしては“島嶼学教育コース”、“環境学教育コース”および“食と健康教育
コース”がある。大学院共通科目・特別コース推進部の今後の活動について述べる。
　この原稿を依頼されてから時間がとれず、海外での調査に宿題として抱えてきてしまった。しばらく
原稿のことを忘れてしまっていたことも原因である。今回の海外調査の目的は科学研究費（基盤研究B、
海外）によって、研究題目“ミクロネシアの小島における社会資本連携型のデング熱対策実践”の実施
である。簡単にいうと、住民組織を活用してデング熱を媒介する蚊の退治をすることである。ミクロネ
シア地域にはデング熱は定着していないが、周辺国や一部の地域ではデング熱の流行が報告されている。
デング熱の対策の基本は病原体であるデングウイルスを媒介する蚊の個体数を低いレベルに保つことで
ある。現在、ミクロネシア連邦ポンペイ州のピンゲラップ環礁に滞在している。ピンゲラップ環礁は小
さな３島から構成される直径３㎞程度の小規模な環礁で、一番大きな島に150人程度が住んでいる。州
都コロニアがあるポンペイ島から、乗客定員７名の小型飛行機で１時間30分かかる。島の飛行場は300
ｍしかなく、着陸時には海に落ちるのではないかと思うほどぎりぎりで、小型飛行機が停止する。発電
施設や水道設備はないのだが、ソーラーパネルのおかげで学校と診療所ではコンピュータが活用され、
我々のコンピュータやデジタルカメラ電池の充電も可能であった。この島に来るのは平成19年・平成22
年に続いて今回が３度目であるが、今回は大きな変化が２つあった。ひとつは滑走路のすぐ横に、来島
者のためにバンガロー３棟と食堂棟が建設されていたことである。バンガローには蚊を防ぐために網が
張ってあるが、壁の端には隙間も多く、夜中は蚊に悩まされる。もうひとつは診療所の周辺でインター
ネットができるようになったことである。夕方になると若者がパソコンを抱えて集まり、島外の人と連
絡を取りあっている。グアム・ハワイ・アメリカ本土などに居住しているピンゲラップ環礁の出身者は、
ピンゲラップ環礁に住む人口の20倍以上になっている。メンバーの一人も頻繁にインターネットにアク
セスして、オリンピックの結果を私に伝えてくれた。
　このような島に来た時にいつも思うのは、鹿児島大学の学生を連れてきたら、どのように感じ、どの
ような行動をするだろうかということである。この思いは以前から持っていて、私が所属している国際
島嶼教育研究センターでは、学部学生を対象として平成17年から共通教育科目（集中講義）“島のしくみ”
を与論島で開講している。この講義では学外の非常勤講師に鹿児島大学で講義をしてもらうということ
から、さらに一歩進め、島を教育の場（アイランドキャンパス）として活用し、島で活動している人に
非常勤講師になってもらい、集中講義の単位として認定しようというものである。この集中講義は与論
島に出かけて実施し、日程は定期船を使い、船中２泊と与論島３泊の５泊６日である。集中講義では与
論町における行政、文化、観光、農畜産業、漁業の現在と今後について与論島の経験豊かな実務者（町
長、郷土史家、観光協会、農業協同組合、漁業協同組合）の講義と現場の視察を行っている。講義のタ
イトル“島のしくみ”が示すように、人の生活が成り立つための仕組みがどうなっているかを実際に見
せるようにしている。与論島の特性や実際に実施されている企画や試みなど島の状況を理解させること
が第一の目的である。島でも生活に関連する各システムは小規模であるが都市と同じシステムが必要で
あり、自分らが実際に生活している場がどのようになっているかを理解してもらうこと、さらに、自分
が居住している地域についても関心を深めることが最終の目的である。私が滞在しているピンゲラップ
環礁には大学院共通科目・特別コース推進部が関係する科目の全ての要素（英語・いのち・島嶼・環境・
食・健康）が存在している。このピンゲラップ環礁で講義を行うことは無理であろうが、もう少しアク

大学院共通科目・特別コース推進部の年度計画

教育センター大学院共通科目・特別コース推進部長　教授　野田　伸一
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セスが容易なミクロネシア連邦の島とグアム大学を組合せて科目を設定することは可能かもしれないと
思いつつ原稿を書いている。

写真：ピンゲラップ環礁での記念撮影

　平成24年度に大学院共通科目・特別コース推進部として実施する内容に関して“平成24年度部局等／
全学年度計画ワークシート”に記載されている「中期計画項目」と「部局等難度計画」は以下の２内容
である。
①【中期計画項目】　 島嶼、環境、食と健康等の全学横断的な教育コースを創設するなど、大学院教育

体制を整備・充実する。
　 【部局等年度計画】教育センター大学院共通科目・特別コース推進部と島嶼学・環境学・食と健康教

育コース運営委員会において、現行の科目群の内容精査を進めるとともに、副専攻
の設置を検討する。

②【中期計画項目】　 幅広い国際的視野を育成する実践的な教育プログラムを実施する。
　 【部局等年度計画】教育センター大学院共通科目・特別コース推進部の外国語コミュニケーション運

営委員会において、研究科向けに提供する英語教育の内容等に関してアンケート調
査を行い、より適切な授業の実施を図る。

　最初の項目①に関して各運営委員会だけでなく、３運営委員会をつなぎ効率的な検討を可能にする
ワーキングを設置した。３運営委員会では各教育コースの科目の充実のための検討が行われている。平
成23年度までは、大学院特別コース（島嶼学・環境学・食と健康）の各運営委員会は、大学院教務委員
会の下で運営されていた。昨年度末に教育センターに大学院共通科目・特別コース推進部が創設され、
この推進部の下に大学院特別コースの３運営委員会が活動するようになり、３コースの総合的な運営が
可能となった。島嶼学教育コースと環境学教育コースには重複する内容があることから、担当者には現
行の科目の内容精査が必要との共通認識がある。島を学ぶ時に環境は切り離すことができないテーマで
あり、また離島人口と面積がトップである鹿児島県で環境を学ぶ時に島の環境は重要なテーマである。
現在、後述する副専攻制度の導入も考慮しながら、具体的な検討が行われている。
　平成17年９月の中央教育審議会の答申「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に
向けて－」に以下の記載がある。豊かな学識を養うための複合的な履修取組（主専攻・副専攻制、ジョ
イントディグリー）：近年の学問分野の学際化、融合化や、幅広い知識と柔軟な思考能力を持つ人材な
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ど社会において求められる人材の多様な要請などに対応する手段として、主専攻分野以外の分野の授業
科目を体系的に履修させる主専攻・副専攻制や、一定期間において複数の学位を取得できる履修形態で
あるジョイント ディグリーは有効な方策であり、各大学の自主的な検討に基づき、積極的な導入が期
待される。すでに多くの大学で主専攻・副専攻制が大学院教育に取り入れられている。参考資料として
文部科学省のホームページに掲載されている主専攻・副専攻制の導入状況（平成16 ～ 18年度）を示す。

（文部科学省のホームページより）

　各大学の副専攻の内容は多種多様で、第二の強みを持つことや主専攻をさらに深めることが目的と
なっており、学生の自主的な学び、グローバルな視点、総合的な理解力、知識活用能力、柔軟な発想力
などが共通のキーワードとなっている。現在の全学横断的教育プログラムの３教育コースではコア科目
とオープン科目を併せて８単位以上を修得することが修了要件となっているが、教育コースを副専攻に
改編するためには科目の充実が必要で、16 ～ 20単位が副専攻の修了要件になるであろう。３教育コー
スを副専攻にする場合、いくつかの可能性が考えられる。各コースが科目を充実させて独立した副専攻
とする場合、３教育コースを統合して１つの副専攻にする場合、その中間として２つの副専攻にする場
合が考えられる。本年度中をめどに副専攻の設置を検討する予定である。
　すでに３教育コースが多くの教員の協力によって運営されている。したがって、副専攻案を作成する
ことに関して大きな問題は生じないであろう。しかし、内容を充実して実際に副専攻制を運用するとな
ると、教員に新たな負担が生じることになる。したがって、改めて副専攻の設置の重要性について全学
的な理解を得ることが必須である。そのために、大学院教務委員会への協力要請や教員への周知活動も
考慮しておく必要がある。
　後の項目②に関しては、外国語コミュニケーション教育コースの運営委員会がすでに検討を始めてお
り、年度計画に従って、研究科向けに提供する英語教育の内容等に関してアンケート調査を行い、内容
や達成度等への要望について確認が行われている。今後より適切な授業の実施が図られる予定である。
　この他に平成25年度の科目実施経費の算出、いのちを学ぶ科目群の取り扱い、平成25年度パンフレッ
トの作成が業務として予定されている。

主専攻・副専攻制の導入状況（平成 16～ 18 年度）

■　国立　■　公立　■　私立

16年度

17年度

18年度

大学数
0 20 40 60 80 100 120 140

126

128
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28
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１．はじめに
　本稿では、本学の英語コア（全学対象）ならびに英語オープン（５学部対象）の受講者が受験した英
語共通アチーブメントテストの結果（2011年度～ 2012年度前期）を概括し、2012年度より山口大学と
の共同カリキュラムに基づき開設された本学共同獣医学部における英語教育プログラムに関する現況の
概要を説明する。骨子は次の５点である。

　⑴�　2011年度の全学１年生対象のG-TELP試験結果は、前期から後期にかけて英語力の総合的な伸び
がみられたが、統計上、読解力に若干の低下がみられた。

　⑵�　2012年度前期の１年次対象のG-TELP試験結果は、前年度とほぼ同等であった。ただ、統計上、
文法力に若干の低下がみられた。

　⑶�　2012年度前期の２年次対象の英語オープン（5学部対象）のG-TELP試験結果をもとに、同一学
生による連続３期分の成績の推移（2011年度から2012年度前期にかけて）がみられるが、例年どお
り、１年次の前後期間で上昇、２年次前期で横ばいという傾向を示す。ただし、読解力に関しては、
２年次前期において若干の上昇がみられた。

　⑷�　共同獣医学部における英語教育は英語Ⅰと英語Ⅱから成る。英語Ⅰは、鹿児島大学の共通教育英
語の英語コア（U, C, O, R）の方式を基盤とし、英語Ⅱは、山口大学の専門科学英語の方式を基盤
とする。

　⑸�　山口大学との共同獣医学部における初回平成24年度前期の共通アチーブメントテスト（G-TELP）
結果は、両共同学部とも、文法、聴解、読解・語彙の３セクションの面でほぼ同等の成績を収めた。
今後の英語指導上の知見としては、全学的な英語文法力の補強対象とも符号するが、英語の時制（テ
ンス）と相（アスペクト）の区別に関する理解の徹底が挙げられる（特に、過去進行相の使用法）。

これら５つの骨子を中心に、以下に記す。

２．英語共通アチーブメントテスト結果（2011年度～2012年度前期）
　本学では、2008年度より英語共通アチーブメントテストとして、G-TELP（[ジーテルプ] General 
Tests of English Language Proficiency; 国際英検）を実施している。これは、文法、聴解、読解の３
領域からなる目標基準準拠テストである。４段階のレベルのうち、レベル３（英検準２級―２級、
TOEIC 400―600程度）を採用している。2011年度の前期、後期、ならびに2012年度前期に行われた英
語共通アチーブメントテストの実施概要は資料１の通りである。１年生のテストは英語コアを開講する
全９学部対象で行われ（前後期各1回）、２年生のテストは、英語オープンを開講する５学部において行
われた（２年生は前期１回）。

英語共通アチーブメントテスト結果（2011年度～2012年度前期）と
共同獣医学部における英語教育プログラム

教育センター外国語教育推進部　教授　富岡　龍明・教授　髙橋　玄一郎
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　受験者についてみると、2011年度後期に減少がみられる。これは例年のことであるが、本学の外国語
技能審査検定試験合格者等の単位認定制度を利用して、後期に英語科目を履修せずに単位認定を受ける
学生が増加するためである。試験問題は、先に触れたG-TELPレベル３の中でも３種類のフォームを利
用し、３回連続で受ける学生もすべて異なるフォームで受験するようにしている。
　2011年度前後期と2012年度前期の全学レベルでの成績結果は資料２の通りである。

　まず2011年度の前後期の成績をみてみると、TTL（合計点）は、前期と比べて後期では上昇しており、
試験の各セクション別では、GRM（文法）とLST（聴解）で得点が上昇しているが、RDG（読解）で
は低下している。これらの得点差が偶然によるものか、あるいは何らかの理由によるものだったかを確
認するために、いわゆるt-検定で検証した。その結果が資料２の有意差の有無で示されている。有意差
とは、偶然に起こる可能性が極めて少ない差であり、有意差が「あり」とは、受験者の英語能力に統計
上、意味のある明確な差があったことを示す。つまり、総合的に英語力は上昇したが、RDGの力が若
干低下したということになる。ここで比較参照的なコメントを一言付け加えておくならば、後述にある
ように、１年次から２年次の英語オープンまでのG-TELP成績３回分の成績推移（９学部中５学部のみ）
をt-検定を通してみてみると、RDGの力は１年次前期から後期にかけて僅かながら低下するものの、２
年次前期では僅かながら逆に上昇を見せている。
　2012年度前期の成績については、素点結果は資料２の通りであるが、前年度（2011）前期と比較しな
がら学部別に推移を概観する。素点比較の資料3-1とその得点差に関するt-検定結果を付した資料3-2を
見るうえで注意すべきことは、2012年度より山口大学との共同獣医学部が開設され、従来の全学８学部
から９学部となった点である。2011年度の農学部データは、獣医学科を含めた場合と除いた場合に分け
てある。

資料２　2011年度１年生および2011年度前期１年生G-TELPの全学平均点

セクション 2011年度前期
（form 310）

2011年度後期
（form 315）

得点差
（後期－前期） 有意差

全学

GRM 62.1 64.6 2.5 あり
LST 42.5 49.8 7.3 あり
RDG 57.7 53.8 -3.9 あり
TTL 162.4 168.2 5.8 あり

セクション 2012年度前期
（form 310）

全学

GRM 60.9
LST 42.5
RDG 57.2
TTL 160.6

注）GRM:文法、LST:聴解、RDG:読解、TTL:合計点；以下同様。なお、t-検定資料は補遺１に付す。

資料１　2010年度および2011年度前期G-TELPの実施概要

実施年度
2011年度 2012年度

前期 後期 前期

実施時期 6月27日（月）～
7月１日（金）

12月12日（月）～
12月16日（金）

6月25日（月）～
6月29日（金）

受験対象者
（実受験者数）

１年生（2008名） １年生（1789名） １年生（1996名］
２年生（978名） ２年生 （1037名）

試験問題
Form 310（１年生） Form 315（１年生） Form 310（１年生）
Form 319（２年生） Form 319（２年生）
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資料３－２ 学部別得点差（2012年度前期と2011年度前期G-TELP結果）[t-検定資料は紙幅の都合上、割愛]

資料３- １　2012年度前期G-TELP結果の学部別まとめ： 前年度（2011）前期との比較から
2011年度前期 2012年度前期

学部 GRM LST RDG TTL（G+L+R） GRM LST RDG TTL（G+L+R）

医学部 74.0 50.0 68.3 192.3 72.6 50.8 67.6 191.0

医学科 82.3 57.6 77.9 217.8 ８1.2 60.7 77.0 218.8

保健学科 66.9 43.6 60.1 170.6 65.9 43.1 60.4 169.4

教育学部 59.6 42.0 56.1 157.7 58.2 41.6 55.5 155.3

工学部 55.3 38.6 51.8 145.8 54.4 38.3 51.4 144.1

歯学部 71.9 44.3 67.2 183.5 71.3 49.8 63.4 184.5

水産学部 55.8 41.5 50.2 147.5 56.1 38.9 52.4 147.5

農学部 63.3 42.3 58.0 163.7 59.5 40.8 54.6 154.9

農学部（獣医除く） 61.8 41.2 56.4 159.4 59.5 40.8 54.6 154.9

獣医学部 75.1 51.0 70.5 196.6 79.7 50.6 77.5 207.8

法文学部 66.7 44.3 62.7 173.8 64.5 44.1 61.4 169.9

理学部 58.6 40.5 53.9 153.0 58.3 40.9 52.7 152.0

全体 62.1 42.5 57.7 162.4 60.9 42.5 57.2 160.6

医学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 192.3 191.0 -1.3 0.684423 なし
GRM 74.0 72.6 -1.4 0.3337819 なし
LST 50.0 50.8 0.7 0.6053129 なし
RDG 68.3 67.6 -0.6 0.6203177 なし

医学科
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 217.8 218.8 1.1 0.7424391 なし
GRM 82.3 81.2 -1.1 0.4805237 なし
LST 57.6 60.7 3.1 0.1065115 なし
RDG 77.9 77.0 -0.9 0.4620583 なし

保健学科
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 170.6 169.4 -1.1 0.7328181 なし
GRM 66.9 65.9 -1.0 0.615426 なし
LST 43.6 43.1 -0.5 0.7212873 なし
RDG 60.1 60.4 0.3 0.8195071 なし
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教育学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 157.7 155.3 -2.4 0.3803816 なし
GRM 59.6 58.2 -1.4 0.2898414 なし
LST 42.0 46.1 -0.4 0.6935815 なし
RDG 56.1 55.5 -0.6 0.6374327 なし

工学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 145.8 144.1 -1.7 0.3550297 なし
GRM 55.3 54.4 -1.0 0.3088458 なし
LST 38.6 38.3 -0.3 0.6868547 なし
RDG 51.8 51.4 -0.5 0.5893936 なし

歯学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 183.5 184.5 1.1 0.8385246 なし
GRM 71.9 71.3 -0.6 0.8264599 なし
LST 44.3 49.8 5.5 0.022183 あり
RDG 67.2 63.4 -3.8 0.0978635 なし

水産学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 147.5 147.5 0.0 0.998666 なし
GRM 55.8 56.1 0.3 0.8661546 なし
LST 41.5 38.9 -2.6 0.0710419 なし
RDG 50.2 52.4 2.3 0.1804676 なし

農学部（2011年度前期は獣医学科も含む）
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 163.7 154.9 -8.8 0.0076076 あり
GRM 63.3 59.5 -3.9 0.0129969 あり
LST 42.3 40.8 -1.5 0.2225332 なし
RDG 58.0 54.6 -3.5 0.0140004 あり

農学部（2011年度前期は獣医学科を除く）
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期 2012年前期 差 P値 有意差
TTL 159.4 154.9 -4.5 0.1768271 なし
GRM 61.8 59.5 -2.3 0.1417605 なし
LST 41.2 40.8 -0.3 0.7872787 なし
RDG 56.4 54.6 -1.9 0.2001383 なし



Ⅱ　特集

－ 14 －

　資料3-1と3-2から、全体としては2012年度入学生の英語力は、2011年度入学生と比べて変わりがない
とみてよい（両年度の得点差が1.8で有意差なし）。ただ、2012年度入学生は、統計上GRM（文法）の力
が若干低下しているといえる（両年度の得点差が1.2で有意差あり）。この点については、現段階では要
因を特定できないが、今後の推移もみながら慎重に経過観察を続けていきたい。
　2012年度より、従来の農学部獣医学科が共同獣医学部として新たに組織されたが、ここで見る限り、
鹿児島大学全体としての学生の英語力に大きな変化はなく、従来通り堅調に推移しているとみてよい。
　次に、９学部中５学部（教育、水産、農、理、工）で開講されている２年次の英語オープンの結果に
ついて、同一学生の1年次前後期での成績と比較対象させながら見てみる。その５学部全体の３期に亘
る成績調査の結果を資料4-1と4-2に示した。

法文学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 173.8 169.9 -3.9 0.0604114 なし
GRM 66.7 64.5 -2.3 0.0328584 あり
LST 44.3 44.1 -0.3 0.7491502 なし
RDG 52.7 61.4 -1.3 0.1383004 なし

獣医学科（2011年度前期は農学部獣医学科）
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 196.6 207.8 11.3 0.1327056 なし
GRM 75.1 79.7 4.6 0.2280244 なし
LST 51.0 50.6 -0.4 0.9126091 なし
RDG 70.5 77.5 7.0 0.0034413 あり

理学部
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 153.0 152.0 -1.0 0.7794199 なし
GRM 58.6 58.3 -0.3 0.8739652 なし
LST 40.5 40.9 0.5 0.736732７ なし
RDG 53.9 52.7 -1.2 0.4400411 なし

全体
2012年度前期－2011年度前期

2011年度前期2012年度前期 差 P値 有意差
TTL 162.4 160.6 -1.8 1.9605569 なし
GRM 62.1 60.9 -1.2 0.0270198 あり
LST 42.5 42.5 -0.1 0.9014575 なし
RDG 42.5 42.5 -0.1 0.226859 なし

資料４- １　英語オープン履修者の３期に亘る成績推移（調査対象：全３回をすべて受験した学生953名）

2011年度前期 2011年度後期 2012年度前期

セクション ＧＲＭ ＬＳＴ ＲＤＧ ＴＴＬ：
Ｇ+Ｌ+Ｒ ＧＲＭ ＬＳＴ ＲＤＧ ＴＴＬ：

Ｇ+Ｌ+Ｒ ＧＲＭ ＬＳＴ ＲＤＧ ＴＴＬ：
Ｇ+Ｌ+Ｒ

5学部全体 59.0 41.1 54.7 154.8 62.9 49.1 51.8 163.8 62.5 47.8 54.8 165.1
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　３期に亘る推移の特徴は、全体として、１年次で９点の伸びを示し（有意差有り）、２年次前期で1.4
の伸びを示した（有意差無し）。よって、１年前期から後期にかけて顕著な伸びが認められ、2年前期は
平行線をたどっているといえる。この傾向は従来と同様である。セクション別に特徴的な点をみてみる
と、リスニングでは、一年次において８点の伸びを示しながら、２年次前期で若干の後退がみられる（い
ずれも有意差有り）。一方、RDG（読解）では、１年次において約３点の低下があったものの、２年次
前期にかけては３点の伸びを示した（いずれも有意差有り）。従来、読解力の伸びは、統計上、ほぼ横
ばいの傾向が認められていたが、今回は上昇の傾向を示している。こうした変動の要因については現段
階では特定できないが、今後も注意深く推移を見守っていきたい。

３．共同獣医学部における英語教育プログラム

　先にも触れたが、2012年度より、鹿児島大学は、従来からの農学部獣医学科を共同獣医学部とし、そ
の教育課程を山口大学共同獣医学部と共同で実施することとなった。この学部では、共通教育の外国語
科目として、英語Ⅰと英語Ⅱが開講されている。基本的に、英語Ⅰは鹿児島大学の英語コア方式で、１
年次を対象に週二回の授業を通年で行い、英語Ⅱでは山口大学の専門科学英語の方式により、基礎（獣）
医学系のテキストを用いて週１回の授業を通年で行なうこととなっている。本稿では、現況の報告と共
に初回のG-TELP試験結果から得られた英語学力に関する若干の指導上の所見に触れる。
　英語Ⅰは、通年扱いという実施期間を除いて基本的には、鹿児島大学でのそれまでの共通教育英語の
枠組みが踏襲されている。すなわち、前期で英作文と総合英語を中心とした内容で週2回、後期は、オー
ラル・コミュニケーションと読解を中心とした内容で週2回の授業を行なう。これらの内容は鹿児島大
学共通教育の「英語コア」の各U（総合）, C（作文）, O（オーラル・コミュニケーション）, R（読解）
クラスに対応する。また、前後期に1回ずつ（6月と12月）、全学共通アチーブメントテスト（現行では
G-TELPとよばれる国際英検）を課し、その成績結果は最終成績の点数に20%反映されるという点も変
わりがない。現況は、一回生が１年次前期を終了した時期にあたり、英語Ⅰ（通年科目）に関する途中
経過報告となる。
　共通教育の英語コアにおける初級、中級、上級という習熟度別クラス編成の大枠に基づくと、共同獣
医学部は上位クラスから構成されている。
　英語Ⅰには上述のように４つの英語学習要素が含まれているが、上位クラスのそれぞれの学習目標を
以下に挙げておく。

英語Ⅰの学習目標：英語Ⅰに含まれる総合、作文、オーラル・コミュニケーション、読解という4つの
観点からの学習について、次のような目標を立てる（cf. 鹿児島大学にて2008年度より実施の共通教育
英語コアの学習目標）。

（総合）
1.自己表現に必要な基本的な文法、語法構文および段落構成の理解につとめる。
2.自国＆他国の文化事情の内容理解力（読解＆聴解力）を身につける。
3.800語程度の文章を速読理解できるようにする。正しい音読も目指す。

資料４- ２　２期ごとの平均点差　[t-検定資料は紙幅の都合上、割愛]
2011年度前期―2011年度後期 2011年度後期―2012年度前期

セクション 差 P値 有意差 差 P値 有意差
ＴＴＬ 　9.0 4.418E-24 あり 1.4 0.1272967 なし
ＧＲＭ 　3.9 1.603E-14 あり 0.4 0.447806 なし
ＬＳＴ 　8.0 2.211E-57 あり -1.3 0.0069627 あり
ＲＤＧ -2.9 3.777E-11 あり 3.0 1.756E-09 あり
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4 .自分の考え（ex. 文化事情や社会情勢について）を、エッセイスタイルで論理的に書けるようにする。
（作文） 
1 .英文構成力の基本となる基本的英文構成力を身につける。
2.日常的な事柄や時事問題、アカデミックな話題に関しての英語表現力を身につける。
3.二行程度の和文英訳の力を身につける。
4.複数のパラグラフでパッセージを構成する力を身につける。

（オーラル・コミュニケーション）
1.　口頭による比較的高度な英語表現力を身につける。
2.　日常的な事柄や時事問題、アカデミックな話題に関しての英語による口頭表現力を身につける。
3.　目標としては、英語検定準１級もしくはTOEIC 700点以上である。 

（読解）
１．3,000語から4,000語レベルの文章が読める。 
２．まとまった長さの文章が短時間で理解できる。

このような目標を目指して進められる英語Ⅰに続いて行われるのが英語Ⅱである。平成25年度より２年
次生を対象に実施される共通教育の英語Ⅱは先述のとおり、山口大学の専門科学英語の方式を旨とする
が、その具体的内容や運用上の諸事項に関する共同確認が、本稿執筆時点において未完了であるため、
詳細には触れられない。しかし、2012年度に共同学部が開設された時点でのクラス概要は次のようなも
のである（cf.「共同獣医学部獣医学科　授業科目の概要」、文科省への提出書類の一部）。

　　英語Ⅱでは、二つの目標の達成を目指す。
　１）　�基礎医学や基礎獣医学について記述された教科書を教材にして学習し、医学系英語に慣れ、専

門用語を英語で理解できる。
　２）　�英語コミュニケーション能力を習得するために、英文の読解力と聴解力を身につけ、評価基準

以上の達成度を得る。これらの目標の下、授業を進める。

　このように大枠において、英語Ⅱは医学書をテキストとした専門英語的な面を持つと同時に、英語コ
ミュニケーション訓練も課す内容となっている。ここでGeneral English（一般英語）を基盤とする英
語Ⅰを土台としながら、英語Ⅱでは、EAP（English for Academic Purposes）教育の実践として医学
系の本格的テキストが２年次前期から用いられる点に注目したい。現行の鹿児島大学における２年次対
象の英語オープンでも、９学部中５学部において、特定分野や特定の主題に焦点を定めた目的別英語の
授業が展開されているが、それはあくまでも専門英語への「橋渡し」であって、その域を出ない（cf.『鹿
児島大学平成24年度入学生共通教育履修案内』p.27）。
　さて、2012年度前期実施の初回にあたる共通アチーブメントテスト（G-TELP）の結果をみると、両
共同獣医学部とも、文法、聴解、読解・語彙の３セクションの面でほぼ同等の成績を収めている。両学
部とも、総合的な英語運用能力の要となる文法力においては、現在完了（９割）、接続詞（８割～９割弱）、
未来の可能性に言及する条件文（８割）といった文法項目が関わる問題と比べて、時制と相が同時に関
わる時間表現の一つである「過去進行形」が関わる表現問題では、６割５分から７割強の出来である。
これは鹿児島大学の2009年度の全学部１年生全体の弱点文法項目にも含まれており、英語指導上の留意
点の一つかと思われる。
　ここで詳論は省くが簡潔に、公開済みの類題を用いて過去進行形の理解に関する文法問題の誤答例を
挙げてみることにする （cf.『国際英検G-TELP受験のための公式ガイドブックーレベル３・４編』 pp.25-
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26）。ある場面・状況の短かい説明文の後で、それに続く文が自然な英語となるよう、その動詞部分を４
択で選ばせる問題である：

　⑴　�Evans couldn’t put the exciting mystery novel down. He [(a) was read　(b) read　(c) was 
reading　(d) has been reading]　a particularly scary scene when the window suddenly 
shattered into pieces.

　⑵　�Ralph’s brakes failed on a long downhill stretch of road. His car [(a) was going　(b) went　(c) 
has gone　(d) was gone] 50 miles per hour when it barely screeched around the wide curve at 
the bottom.

　⑴では冒頭、エヴァンズが推理小説に読み耽っている（過去の）状況が示される。その状況下で突然
家の窓ガラスが粉々となる事態が生じた際、エヴァンズはどうしていたかという状況把握が問われてい
る。正解は過去進行形のwas readingであるが、典型的な誤答は、単純過去のread 、もしくは現在完了
進行形のhas been readingである。⑵では冒頭、ラルフの運転する車のブレーキが長い下り坂で故障し
た（過去の）状況が示される。その状況下で、坂下のカーブをキ―という音を立てんばかりに曲がる際、
車の速度はどうだったかが問われている。正解は過去進行形のwas goingであるが、典型的な誤答は、
単純過去のwentもしくは現在完了のhas goneである。
　誤答原因の推察として、いずれも、過去進行形が、単純過去や現在完了（進行形）と区別して理解さ
れていない点にある。相（aspect）・時制（tense）の区分の理解不足と考えられる。そもそも過去進行
形は、過去時制（tense）のもとで進行相(progressive aspect)を表現する形式であるが、運用上は、当
然のことながら、その形式が個々の場面や状況に照らしてふさわしいかどうかの判断をしなければなら
ない。形式面の配慮と共に、こうした語用論上の視点も十分考慮した指導が望まれる。

４．おわりに
　今回、英語教育の方面からは、英語共通アチーブメントテスト（G-TELP）結果（2011年度～ 2012年度
前期）と共に、2012年度から開設された山口大学との共同獣医学部における英語教育プログラムを特集
のテーマとした。G-TELP結果からうかがえる英語力（文法力、リスニング力、読解力）の推移を引き
続き注意深く見守りながら、結果の考察ごとにえられる英語力の傾向や知見をさらに組織的に指導に活
かしていく方策を探っていきたい。また、獣医学教育のみならず他の各分野別の観点からも、共通教育
の英語教育プログラム全体をよりよく機能させる方向で今後とも点検や改善に努めていきたい。

○補遺1　資料１の全学における平均点推移に関するt-検定結果

●検定方法：ｔ－検定（等分散を仮定した二標本による検定）
●実施テスト：2011年度G-TELP　前期」６月実施（Form310）　後期12月実施（Form317）
●対象者：2011年度のG-TELPを前期（6月）、後期（12月）のそれぞれの受験者
●帰無仮説：「前期試験の平均点と後期試験の平均点には有意差は無い」
●判断基準
　P（T<=t）両側＜有意水準（0.05）　⇒　棄却　⇒「有意差が無い」とはいえない　⇒　有意差が有る
　P（T<=t）両側＞有意水準（0.05）　⇒　採択　⇒　有意差が無い
　※両側検定にて判断
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■TTL
前期 後期 平均点差

検定結果
P（T<=t）両側＜0.05　⇒　よって、
仮説は棄却
平均点の差は有意差が有るといえる

平均 162.3600598 168.1788709 5.8
分散 1220.258434 1148.971343
観測数 2008 1789
プールされた分散 1186.671789
仮説平均との差異 0
自由度 3795
t -5.195599627
P（T<=t）片側 1.07398E-07
t 境界値 片側 1.645255246
P（T<=t）両側 2.14796E-07
t 境界値 両側 1.960589232

■ＧＲＭ
前期 後期 平均点差

検定結果
P（T<=t）両側＜0.05　⇒　よって、
仮説は棄却
平均点の差は有意差が有るといえる

平均 62.10159363 64.59977641 2.5
分散 283.3967488 230.1272035
観測数 2008 1789
プールされた分散 258.2990026
仮説平均との差異 0
自由度 3795
t -4.781119216
P（T<=t）片側 9.0468E-07
t 境界値 片側 1.645255246
P（T<=t）両側 1.80936E-06
t 境界値 両側 1.960589232

■ＬＳＴ
前期 後期 平均点差

検定結果
P（T<=t）両側＜0.05　⇒　よって、
仮説は棄却
平均点の差は有意差が有るといえる

平均 42.53087649 49.79877026 7.3
分散 166.1804114 164.000871
観測数 2008 1789
プールされた分散 165.1535291
仮説平均との差異 0
自由度 3795
t -17.39527775
P（T<=t）片側 1.4324E-65
t 境界値 片側 1.645255246
P（T<=t）両側 2.8648E-65
t 境界値 両側 1.960589232
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■ＲＤＧ
前期 後期 平均点差

検定結果
P（T<=t）両側＜0.05　⇒　よって、
仮説は棄却
平均点の差は有意差が有るといえる

平均 57.72758964 53.7803242 -3.9
分散 217.2276988 238.7542883
観測数 2008 1789
プールされた分散 227.3698706
仮説平均との差異 0
自由度 3795
t 8.051867148
P（T<=t）片側 5.40626E-16
t 境界値 片側 1.645255246
P（T<=t）両側 1.08125E-15
t 境界値 両側 1.960589232
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１．はじめに
　「学習成果」という言葉を、ワークショップ、講演会等の様々な場面で耳にする機会が、ここ数年急
激に増えている。一見、新自由主義にもとづいた競争と評価の流れがドラスティックな形で成果主義と
して教育へ持ち込まれたようにも捉えられ、中長期的な視点からの人材養成が必要な高等教育には馴染
まないのでは、と考える方々も多いかもしれない。他にも、否定的な見解をする方も多いかもしれない
が、そのような理解を引き起こす理由としては、その必要性が叫ばれる一方で、そもそもの学習成果の
概念や定義に様々なものがあり、複数の文脈で登場する事が多く、曖昧として具体的なイメージとして
抱きにくいことが考えられる。
　本稿では、そのような状況に対して、学習成果の測定と活用がなぜ必要とされているのかについて、
評価・改善への実務的なイメージが湧く様に、具体的な指標をあげながら、わかりやすく整理して情報
を提供する事を目的とする。まず学習成果が注目されるようになった背景について簡単に解説する。次
に、具体的な指標として、全国の大学が学習成果の測定をする上で、どのようなものを用いているかを
示す例として、我々の分析したデータを紹介する。また、鹿児島大学での取組として、共通教育におけ
る学習実態・学習成果に関するアンケート調査の結果や、中期目標に対応した学習成果の指標について
触れつつ、今後の展望を示したい。

２．学習成果とその背景
　我が国において学習成果が着目されてきたのは、2008年12月のいわゆる学士力答申[1]において、「何
を教えるか」より「何ができるようになるか」を重視した取組みの必要性と、その測定についての言及
がなされたことが、一つのきっかけになっていると言える。これまでも、高等教育の成果については教
育成果として扱われていたが、学習成果の語が使われる事により、教育-学習活動を教育者中心から、
学習者中心の視点へ転換することにより、教育サービスの受益者を重視する考え方と理解できる。これ
は、教育サービスの品質保証を売り手側の視点から行うのではなく、顧客である学生の満足度を高める
という視点で行うことへのパラダイムシフトと考えられ、ISO（国際標準化機構）の国際規格において、
2000年頃に行われた顧客重視の視点での大規模な改訂と通じるものがある。
　ISOを例に挙げたが、秋季入学の導入等に見られる様に、大学の国際化への対応が求められている中
でも、国際的に学位や単位の質を保証することで、学生や教員の流動性を保つために、学習成果として
身につけた成果を可視化する事の必要性は益々高まっている。
　学習成果の概念や定義については多くの議論があり、未だ定まったものがあるとは言えず、その測定
手法も議論されているところである。国際的な機関が示している例としては、OECD（経済協力開発機
構）が「学習成果とは、学習の結果としてもたらされる個人の変化や利益を意味する。そうした変化や
利益は、能力または達成度という形で測定することができる。」のように定義している[2]。以上の定義
よりやや具体的なものとして、日本においての一例としては、大学評価・学位授与機構が「学生が、授
業科目、プログラム、教育課程などにおける所定の学習期間終了時に獲得し得る知識や理解、技術、態
度などのアウトカムレベルの成果を指す。（中略）。それぞれの学習成果は具体的で、測定や評価が可能
なものであることが求められ、学習成果の評価（アセスメント）と結果の公表を通じて、大学の社会に
対する説明責任が高まることが期待されている。最近では、わが国の大学が社会の発展を支える人材を
育成するという社会的使命を十分に果たす上で、その基盤となる学士課程教育において学生が専攻分野
にかかわらず共通に身に付けるべき学習成果を明確に示すとともに、学習成果の達成を目指した教育内

学習成果の測定と活用-進取の気風あふれる大学へ向けて-

教育センター高等教育研究開発部　准教授　渋井　　進
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容・方法の充実改善を図ることが強く求められている。」と解説している[3]。
　以上の様に議論を呼んでいる学習成果であるが、具体的にはどのような指標を測定して改善へと結び
つけて行く必要があるかは、それぞれの大学の判断に委ねられている。そのせいか、FD活動として教
員が遭遇するワークショップや講演会等では、なかなか具体的な指標に踏み込んだ議論まではなされな
い。具体的には海外における取組事例の紹介や、PDCAサイクルの確立や経営学的な視点から、SWOT
分析やバランスド・スコアカードなどの、評価や経営の意思決定に携わる人間に対して、現状を構造化
して視覚化することで把握し、共有する事を支援するツールの実践等が行われているようである。これ
らのツールの導入は、すでに2006年に全国の国公私立の高等教育機関に対して行われた質問紙調査にて
示されている[4]。次章では、より具体的な指標としてどのように、我々が測定して改善へ結びつけて行
くかの際の参考とすべく、筆者らが行った学習成果の指標の分類や事例についての研究を紹介する。

３．学習成果の指標
　学習成果の指標というと、AHELO(Assessment of Higher Education Learning Outcomes)[5]のよう
な客観テストがイメージされ易く、画一的な物差しで、本来測定すべき能力のある側面だけを測定する
ような誤解を受け易いが、それにとどまる訳ではない。筆者らの研究[6]では、教育の効果としての学習
成果を測定しようとする場合の指標の種類については、吉田[7]の米国における分析結果を踏まえ、表１
に示す様に２軸により４類型に整理した。

　二軸の一つは、教育による効果として得られる学習成果が、教育活動や内容によって直接的に得られ
るものか、間接的に得られるものかである。直接的な成果とは、たとえば、物理学の教育を行ったこと
による物理学の知識の向上や、物理学の学位の取得など、当該分野の教育を受けたことにより自ずと実
現される成果である。他方、間接的な成果としては、物理学の学習を通じての論理的思考力などのジェ
ネリックスキルの獲得や、学生の達成度感・満足感などの成果である。もう一つの軸は、学習成果の測
定における直接性と間接性である。直接測定とは、身につけた能力・技能などをテストや卒業研究など
で直接的に測定するものである。間接測定される成果とは、カリキュラムが学習すべき能力に適合する
ように構成されている前提のもとで、能力獲得を単位取得によって測定することや、学生自身が身につ
いたと認識していることを測定することである。
　以上のような分類をもとに、渋井他[6]では、学習成果の測定に関する指標が、全国の大学においてど
のように用いられているかを、国立大学法人評価の現況分析の評価結果をもとに分析している。具体的
には、平成20年度に大学評価・学位授与機構により行われ公表された「国立大学法人及び大学共同利用
機関法人の教育研究評価の結果」[7]をデータとして用い、全国立大学法人の356学部の「学部・研究科

表１　学習成果の測定指標の分類
教育内容・活動と学習成果効果との関係

直接的 間接的

学習成果の
測定方法

直接的

教育による直接的な効果を直接測
定する指標

例：卒業論文、学科試験、卒業試
験、GPA、ポートフォリオ等の質的・
量的なもの

教育による間接的な効果を直接測
定する指標

例：CLA,MAPP等のジェネリック
スキルの統一試験等。

間接的

教育による直接的な効果を間接測
定する指標

例：単位修得、卒業率等

教育による間接的な効果を間接測
定する指標

例：満足度アンケート、
　　到達度アンケート
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等の教育に関する現況分析結果」の中の「観点４－１, 学生が身につけた学力や資質・能力」、を分析の
対象とした。分析にあたっては、判断理由の中から定型化した用語や、指標を抽出して分類した。手順
としては、形態素解析における名詞の抽出を手動で行い、辞書となるものの一部として大学情報データ
ベースや、資料・データ例として例示されていた指標を参考としつつ、幅広く抽出を行った。それらの
指標と頻度について、図１に示す。

図１　法人評価の現況分析結果に記述された、学習成果の指標とその出現頻度（学部数）

　最も多く見られたのは、「教育による直接的な効果を間接測定するもの」に該当する指標であった。
ここでは、学生が着実に単位を取って進級し、卒業しているかに関する指標が多い。２番目に頻度が多
いのは「教育による直接的な効果を直接測定するもの」に該当する指標であった。３番目の分類として、
前述の４分類には該当せず、一般的にはアウトカムとしてみなされていない、教育体制の整備というプ
ロセス面の指標が見られた。４番目には、「教育による間接的な効果を直接測定するもの」に該当する
指標が見られた。最後に、「教育による間接的な効果を間接測定するもの」に該当する指標として、「学生、
卒業生、関係者へのアンケート」への言及が見られた。しかし、アンケートによる指標が少ないという
訳ではなく、「観点５－２関係者からの評価」の根拠データとして扱われていた結果によるものであり、
アンケート結果が用いられていなかったわけではない。以上の様に、体制整備まで含めた幅広い指標を
基に、法人評価の現況分析は学習成果を判断していたと考えられる。その後、自己評価書において大学
がどのような指標を記述したか、についても我々は分析を進めているが[8]、出現頻度が評価結果報告書
よりも多いが、それらの記述の頻度の順番はほぼ同じとなっており、大学が重要と考えて根拠として記
述した指標を、おおむね評価者も重要と考えて判断している事が明らかとなっている。

４．鹿児島大学としての学習成果
　ここまで一般的な日本における大学や評価者の学習成果指標の利用状況について論じてきた。いくつ
かの頻繁に用いられる指標が明らかになった事により、それらの指標を重視しながら、改善活動へと結
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びつけて行く必要があると考えられる。しかし、それだけではなく、大学の個性・特色にあわせるよう
に機能別分化が要請される中、鹿児島大学として育成する人材が適切に養成されているか、鹿児島大学
独自の特別に優れた能力を、学生が身につけているかという見地から学習成果を測定し、それをもとに
教育改善へのPDCA サイクルを回して行く事が必要だろう。その中での個性を端的に示すキーワード
としては、大学憲章、学生憲章、中期目標、等に掲げられている、「進取の精神、進取の気風」である
と思われる。すなわち、進取の気風を備えた学生を輩出しているかを定期的にモニタリングして測定し、
教育改善へと結びつけて行く必要があると考えられる。
　鹿児島大学では、全学FD委員会が「鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査」
を行っている。これは２年時の履修を終えようとしている学生に対して１－２月に、2010年度、2011年
度と実施されている。調査の詳細について伊藤[9]を参照いただきたいが、共通教育科目を受講する学生
の実態の把握および、教育改善の効果が適切に表れているかの検証を目的としている。調査項目は幅広
く設定されており、この中には、いくつか進取の気風と関連して測定していると思われる指標が見られる。
　例としては、問４「共通教育科目等の授業における学習の仕方」の質問項目において「授業でわから
なかったところを自分で調べる」、「授業で興味をもったところを自分でさらに学習する」といった主体
的な学びの姿勢に関する項目等は、進取の精神と強く関連していると考えられる（図２）。

図２　鹿児島大学共通教育における学習実態・学習成果に関する調査における
学生の主体的な学びに関する項目（一部抜粋）

　また、問７「共通教育において入学時点と比べて変化したこと」において挙げられている「問題を発
見・分析して解決する力」、「自ら進んで新しい事に挑戦する力」、「自主的・自律的に学ぼうとする力」
なども関連していると言える。
　これらの指標は現在他の質問項目と比較してとりわけ高い訳ではない。それゆえ、注目して高めて行
く必要があると言えるが、同様の項目に関連する能力を学生に身につけてもらうためには、他大学でも
頭を悩ませており、日本全体の学生の傾向として、なかなか主体的な学習をする傾向は見られないとい
う背景の存在も考えられる。この問題に対し、他大学との共通的なフォーマットで回答を得ることによ
り比較分析を行う事も１つの解決となりうる。このような共通フォーマットによる学生調査は、本稿執
筆現在（2012年９月）、同志社大学を中心とした大学IRコンソーシアム[10]にて実施され、教学データ
の比較分析が行われており、鹿児島大学も参加する方向で進んでいる。これにより、他大学と比べて鹿
児島大学の学生の状況がどのようであるかを客観的に把握し、改善へ結びつけて行く事が可能となるだ
ろう。
　以上のアンケートを用いて改善へと用いて行く事は、有効な手段と言える。しかし、その一方で、あ

A　各種学習方法の実践の有無 B　実践した各種学習方法の習慣化
（Aにおいて「した」と回答した場合のみ対象）

授業でわからなかったところ
を自分で調べる（N=1295）

授業で興味をもったところを
自分でさらに学習する
（N＝1296）

■した　■していない
■十分に身についた　■少し身についた
■あまり身につかなかった　■全く身につかなかった

58.3 41.7

29.1 70.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

（N=738）

（N=369）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

29.4 61.0 9.1 0.5

1.355.636.3 6.8
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くまで学生の回答を通したものであり、学習成果の指標という点では表１に示した様に、間接的な成果
を間接的に測定したものであり、これだけを根拠として意思決定して行くのでは不十分である。関連し
た他の指標についても着目して行く必要があるだろう。例として、中期目標の「進取の気風」に関連す
る項目において、企画・評価室にて評価指標例を検討している資料[11]を抜粋して示す（表２）。

表２　中期目標の重点項目に関する評価指標　参考例（検討中）（一部抜粋）

　これを見ると、目標の１項目についてでも多くの指標が想定される事がわかる。これらすべてを把握
して改善へと結びつける事は難しいかもしれない。しかし、幅広い指標を想定して試行的に収集し、経
年的な推移等を見るにあたり、有効な指標であるか、現実に測定するにあたっての学生、事務、教員へ
のコストはどうか、などをもとに精査して行くことが必要だろう。

５．おわりに
　国立大学の第二期中期目標期間も本年度で前半の３年間が終わろうとしている。本年６月には「大学
改革実行プラン」[12]が大学に示され、その中では評価制度の抜本改革として、「① 機能別評価の導入
～多様な大学の状況に応じた評価へ～、②大学の強みを伸ばす客観的評価指標の開発、③ 学習成果を
重視した評価～インプット中心から、プロセス・アウトカムを重視した評価へ～」という３つの施策が
示されている。国立大学改革基本方針の方向性の提示は平成24年度から、平成25年度からは逐次具体化
が示されており、大学はスピード感を持った意思決定の必要性が示されている。
　また、第３期となる次期中期目標期間には、いわゆる暫定評価も再び行われる方向で進んでおり、大
学の機能の再構築へ向けた大きな波が押し寄せている。鹿児島大学が、その存在意義の１つである地域
再生の核となる大学の役割を果たして行く上で、進取の気風を持った学生を輩出すべく教育を推進して
行く事は、社会的にも要請されていると考えられる。そのような中で進取の気風に関連した学習成果を
測定してモニタリングする事でPDCAサイクルを確立し、さらにその評価の手法のあり方自体も改善し
て行く事は必要不可欠と言えるだろう。本稿がその一助になれば幸いである。
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１．はじめに

図１　保健管理センターの業務

　近年の全国的な業務内容の変遷から、保健管理センターの業務は３つの柱に集約されつつある（図１）。
急速に増大しつつある需要の多くは、diversity managementと呼ばれる多様性に対する対応であり、
学生支援・職員支援の中身が複雑化し、年々その量も増えている。この１番目の柱には、学習支援、受
講支援、対人関係支援、ハラスメント事例の当事者たちへの支援、などが含まれ支援需要のかなりの部
分は現時点でも潜在している。多様性に対する対応は結果的に学生の学習到達点を高める。また、個人
の能力開発につなげることができれば、大学の研究活動にも貢献することが知られている。保健管理セ
ンターの支援活動が大学の研究活動に役立った実例はまだ少ないが、この第一の柱が今後も大学におい
て重要性を増すことは全国的にも認識されつつある。従来から、保健管理センターの主要な業務のひと
つであった学生・職員のメンタルヘルスに関する対応も、重要なのは治療や個人の排除ではなく、支援
であるという考え方からそのほとんどがdiversity managementに含まれる。

２．学生支援の背景
　来日したばかりの体調不良の外国人留学生に対して、「あなただけを特別扱いすることはできません」
と告げる大学職員も未だに存在しており、「学習支援は保健管理センターの仕事ではない」というご意
見を耳にすることさえある。これらは、学生支援の理念や現状に関する啓発活動の重要性を痛感するエ
ピソードであるが、「いろんな人がいて当然」という多様性に対する理解と、「共に学ぶ・共に生きる」
という自然なスタンスは、人間社会に元々存在するものであり、特に教育に関するフィールドでは、近年、

「特別ニーズ教育」として広く認知されている。法的な背景も、ここ20年で整備されつつあり、ユネスコは、
1994年にスペインのサラマンカで「高等教育においても、インクルーシブ教育（共に学ぶ）を確保する
ために一人一人に必要な配慮がなされるべき」と宣言し、2006年には国連も、「教育の全てのレベルで
インクルーシブ教育が確保される」ことを条約締約国に求めている（障害者の権利に関する条約）。また、
文部科学省は、2010年12月に「中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別
委員会論点整理」として、「インクルーシブ教育システムの理念とそれに向かっていく方向性に賛成」

保健管理センターにおける学生支援の現状

保健管理センター　所長　伊地知　信二
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であることを表明した。これらの教育理念を背景として、鹿児島大学は中期目標に、「学生の多様性に
対応した心の健康への支援体制を充実する」ことを掲げており、保健管理センターにおける学生支援活
動は、このような教育理念に基づくものである。発達障害に関しても、発達障害者支援法（2004年）は、

「大学における適切な教育上の配慮」と「学校における就労支援」を謳っている。
　「通常の学生に対する支援と、特別な配慮を必要とする学生への支援（発達障害などの場合）は区別
すべきである」という考えも実態にそぐわないものである。仮に支援の必要性というパラメーターで全
ての学生の分布図を作ると、図２のような正規分布になることが知られており、実際には、通常の学生
に対する支援と、特別な配慮を必要とする学生支援の間に絶対的な線を引くことは不可能である。その
ため、より包括的な対応が求められている。

図２　支援の必要性の正規分布。黒は高度に支援が必要な学生。
グレーゾーンは支援が必要な場合がある学生。絶対的な線引きは不可能。

３．学生支援件数

図３　学生支援件数の推移

　学生支援件数は、年々増加しており、平成23年度は4,000件を超えた（図２）。近年の件数増加の大半
が学習支援・受講支援の増加である。これには、以前はほとんどが潜在していた支援の需要に、学内の
担当教員が対応し始め、担当教員や親・本人からの依頼の受け皿として保健管理センターが活動できる
ようになってきた背景がある。平成23年度の4,054件の実例数は193例で、１例あたりの平均支援回数は
21.0回で１人に対する最大支援回数は212回であった。中期目標「学生の多様性に対応した心の健康へ
の支援体制を充実する」に基づき、懸案であったソーシャルワーカーが保健管理センターへ配置される
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ようになり、現在では精神科専門医も特任教授と常勤准教授の２名体制になっている。そのため、現時
点では、増加する需要に対応できている状況である。件数自体は、全ての支援実績を捉えてはおらず、
１日に何回も支援が必要な場合や、居場所の提供、短時間の相談など把握できていない支援実績もかな
りあるものと思われる。現在のスタッフが維持できれば、今後も増加する需要にある程度対応可能と考
える。

４．学生支援の内容
　学生支援の内容について写真で紹介する（図４～図13）。このような多彩な取り組みを行っているのは、
全国でも例が少なく、鹿児島大学の特色のひとつとなっている。

図４　居場所の提供
（食事指導を兼ねた焼きそばパーティ） 図５　学生支援の一環としてのおはら祭参加

図６　朝の声掛けや受講支援
（モーニングコールや教室までの付き添い）

図７　自宅への訪問
（登校支援、安否確認）
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５．結語
　「共に学ぶ」という姿勢は、特別な配慮を必要とする個人の孤立化を防ぐ取り組みでもある。孤立化
は自殺を含む多くの問題の背景となっており、保健管理センターからの支援だけでは、真の意味の孤立
化の防止は不可能である。従って、大学構成員各自の意識改革が重要であり、今後も啓発活動等を支援
活動に並行して行っていく必要がある。現時点では、支援活動のための業務に追われており、大学全体
の意識改革は道半ばである。大学内で以前から同じ考えを持っている教員や学生との連携も今後の課題
である。

図12　コミュニケーションスキルアップ講座
（ハローワーク鹿児島・就職支援室と連携）

図13　ピアサポートによる学習支援
（学部との連携）

図８　個別学習支援
（構造化された学習空間の提供）

図10　卒論発表のシミュレーション 図11　履修申請支援

図９　担当教員による個別学習指導場所の提供
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１．はじめに
　平成25年度から新たに実施される鹿児島大学共通教育課程では、学生がもつ人間としての能力、いわ
ゆる「人間力」を鍛え伸ばすことが中心となっており、「人間力」の基本要素の１つとして「身体力」
が位置づけられている。「身体力」のもとになる「身体」に関して、身体論を専門とする齋藤孝（2009）は、
人間の精神状態について、一般に、合理的な思考のもとになる「知識」、喜怒哀楽を表す「感情」、一つ
のことをやり遂げようとする「意欲」をまとめた、いわゆる「知情意」の三要素で決まるととらえられ
ているが、これらすべてのベースとなり、人間を支えているのが「身体」であると述べている。そして、

「身体」は、モチベーションの源泉になることから、「知情意」ではなく「知情意体」という言い方を推
奨している。また、ウィリアム・リード（2007）は、「自在力」を社会における成功への近道を生きる
ための基礎能力ととらえ、「身体力」、「発想力」、「行動力」の三つを組み合せたものであるとしている。
これらのことをもとにすると、「身体力」は充実した大学生活を送るためだけではなく、卒業後に充実
した社会人生活を送るためにも重要になるとみられる。そのような「身体力」が、新たに実施される鹿
児島大学共通教育課程の学習・教育の目標になる人間力の基本要素の１つとして位置づけられたことは、
大学教育において「身体」の重要性が再認識されたものととらえることができよう。そのことを踏まえ
たうえで、今後、さらに体育・健康科目の充実に取り組む必要があろう。
　本学の共通教育における体育・健康科目では、「生涯を通じた心身の健康と機能の増進・維持につい
て、実践能力を啓発します」という教育目標のもと、必修科目として体育・健康科学理論と体育・健康
科学実習を開講している。それらの授業の充実を図ることをねらいとして、かなり以前から低下傾向に
あり現在もその傾向が継続していると報告されている大学生の体力について（青山ら、1975；井上ら、
2001； 松元、2002）、本学学生の現状や課題を検討してきた。その結果、身体力の基盤になるとみられ
る本学学生の体力では、背筋力だけでなく握力の低下がみられ（飯干ら、2006）、持久力も低下してい
ること（飯干ら、2008）が明らかとなった。また、体力にはライフスタイルが影響しており（飯干ら、
2009）、子供で報告されている体力の二極化の兆しがみられることも明らかとなった（飯干ら、2010）。
これらの研究で得られた知見は、体育・健康科目の講義や実習の充実に役立てられている。
　低下がみられる大学生の体力に関する報告のなかで、松元（2002）は、立位体前屈により測定した柔
軟性が、1980年から20年間で男女とも著しく低下（約４cm）していたと報告している。このように、
大学生で低下している柔軟性は、心肺持久力や筋力・筋持久力、身体組成とともに、健康に関連する要
素の１つとして位置づけられている（Pate，1983）。そして、平成11年度から導入された「新体力テスト」
では、脚長など形態の及ぼす影響が少なく、高齢にいたるまで安全に実施できる「長座体前屈」によっ
て測定されるようになった。このように、柔軟性が健康に関連する要素の１つとして位置づけられ、新
体力テストの項目に取り入れられたのは、柔軟性に劣る場合に腰痛を有するという報告（泉ら、2007）
やスポーツ障害が発生しやすいという報告（鳥居、1996）があるように、日常生活やスポーツにおいて、
柔軟性が重要な役割を果たすことによるとみられる。柔軟性が劣る場合に発症しやすい腰痛には、体幹
の筋力の低下が重要な成因の１つになるという指摘がある（伊藤、2001）。そして、腰痛の原因として、
背筋力の低下（川上、1998）や、体幹部の筋力のアンバランス（小峰ら、2009）があげられている。こ
れらのことをもとにすると、柔軟性には筋力も影響しているとみられるが、大学生を対象にして、体幹
部の背筋力や腹筋力と柔軟性との関係について検討した研究はみあたらない。
　また、柔軟性については、最近の研究により（山元、2011）、心筋梗塞や脳卒中などの心臓血管系の

鹿児島大学学生の柔軟性の現状について
教育学部　教授　飯干 明、准教授　福満博隆、准教授　末吉靖宏
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発症リスクとなる動脈の硬化との関係も報告されている。その研究では、血管の硬さ（動脈スティフネ
ス）は平滑筋や結合組織（エラスチンやコラーゲン）の内因性の弾性特性によって決定され、体の硬さ（柔
軟性）も骨格筋や腱、靱帯、筋膜の結合組織で決定されることに着目している。そして、加齢にともな
う血管の硬さの変化は、体の柔軟性の変化と一致する可能性があるという仮説をもとに、若者から高齢
者までを対象にして、血管の硬さと長座体前屈との関係を検討し、40歳以上では血管の硬さと長座体前
屈に相関を認めている。これまでにも、動脈硬化により活動筋への十分な筋血流量を確保することが困
難になる（Safar et al, 1987）ためか、動脈の伸展性と最大酸素摂取量との間に有意な正の相関がみら
れると報告されていた（田中、2000；大槻、2004、）。これらの研究をもとにすると、身体の柔軟性は、
活動筋へ血液を運搬する動脈だけでなく、持久力にも影響する可能性があるとみられる。しかしながら、
大学生を対象に柔軟性と持久力との関係について検討した研究もみあたらない。柔軟性は、大学生にとっ
て、安全で充実した学生生活を送るだけでなく、卒業後の生活にも大きな影響を及ぼすとみられること
から、大学生の柔軟性について、現状を把握するとともに体幹の筋力との関係や持久力との関係につい
ても検討しておく必要があろう。
　以上のことから、本研究では、鹿児島大学の学生の柔軟性の現状について、体幹の筋力と関連させて
検討するとともに、持久力の指標である推定最大酸素摂取量とも関連させて検討することを目的とした。

２．方法
（１）対象
　分析の対象は、平成23年度に鹿児島大学の8学部に入学した学生のうち、18歳741名（男子367名、女
子374名）であった。なお、身長と体重の平均値と標準偏差は、男子が171.3±6.1cmと63.9±9.9kgであり、
女子が158.3±5.1kgと51.4±6.3kgであった。

（２）測定項目
　体力の測定は、本学における共通教育の体育・健康科目として必修になっている「体育・健康科学実
習Ⅰ」の授業において、新体力テスト（握力、長座体前屈、反復横跳び、上体起こし、20ｍシャトルラ
ン、立ち幅跳び、50m走、ハンドボール投げ）により実施した。そして、20mシャトルランの回数から、
文科省が示している換算表をもとに、最大酸素摂取量を推定した。また、上体起こしの回数（Y）をも
とに、山本（2001）が示している回帰式（Y=21.7X+10.5）より腹筋力（X）を算出した。その他の体力
測定として、デジタル背筋力計（竹井機器）を用いて背筋力を測定し、得られた測定値を体重で除して
背筋力指数を算出した。なお、測定結果の統計的な処理にはｔテストを用い、有意水準は5%未満とした。

３．結果と考察
（１）本学学生の柔軟性の現状ついて
　図１は、柔軟性の測定項目である長座体前
屈の平均値を男女別に示したものである。な
お、参考として、文科省が報告している平成
23年度全国大学生の18歳の平均値を示した

（文科省ホームページ）。
　全国大学生18歳の平均値は、男子が49.2±
10.9cmであり、女子もほぼ同様の値（49.0±
9.54cm）であった。一方、本学の男子の全体
平均値は50.7±11.3cmであり、女子の全体平
均値は45.4±11.9cm であった。新体力テス
ト項目のなかで、長座体前屈は男女差が最も小さいテスト項目であると報告されているが（文科省ホー
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ムページ）、本学の女子の平均値は、本学男子の平均値に比べ有意に（p<0.01）劣るだけでなく、全国
大学生18歳の男女の平均値と比較しても有意に（p<0.01）劣っていた。そこで、本学の女子の柔軟性が
劣っていた原因について手がかりを得るために、平成23年度の全国大学生18歳の平均値を基準にして、
男女とも２つのグループに分けて検討する
ことにした。
　図２は、本学学生の長座体前屈について、
平成23年度全国大学生18歳の平均値（男子
49.2cm、女子49.0cm）を基準に、それぞ
れの値を上回る学生を上位群、下回る学生
を下位群に分け、各群の長座体前屈の平均
値と学生の占める割合とを男女別に示した
ものである。
　男子の場合、上位群が206名（56.1%）で
過半数を越え、その平均値は58.5cmとなっ
ており、下位群の平均値は40.7cmであっ
た。一方、女子の場合には、上位群が118名（31.6%）で過半数をかなり下回っていたものの、上位群の
平均値は58.4cmであり、下位群（68.4%）の平均値は39.5cmであった。このように、男女間で上位群と
下位群の平均値には、ほとんど差がみられなかったが、男子では上位群が56.1%と多く、女子は下位群
が68.4%と多かったことにより、図１に示したように女子の全体平均値が低くなったものと推察される。
これらの結果をもとにすると、本学学生の柔軟性については、女子学生の下位群を中心にしながら、女
子全体について向上させることが大きな課題となろう。
　

（２）柔軟性と体幹部の筋力について
　柔軟性を左右する因子の１つに筋力があげられており、筋力が大きいほど柔軟性が高いと指摘されて
いることから（川上ら、2004）、長座体前屈に関連する体幹部の筋力も長座体前屈の測定値に影響する
可能性があると考えられる。そこで、長座体前屈の18歳大学生の全国平均値を基準にして、本学学生を
上位群と下位群に大別し、長座体前屈と体幹部の筋力との関係について検討することにした。
　体幹部の筋力については、30秒間の上体起こしと背筋力とで評価し、長座体前屈との関係について検
討することにしたが、上体起こしの回数（Y）から、山本（2001）が示している回帰式（Y=21.7X+10.5）
をもとに腹筋力（X）を算出した。その腹筋力の値については、腰痛予防のために、0.9を上回ることが
望ましいとされている（山本、2001）。また、背筋力については、測定値の大きさを検討するだけでなく、
測定値を体重で除して背筋力指数（正木、2003）を求めた。背筋力指数の値については、男子の場合に
は介護で求められる2.0が、女子の場合には子育てに求められる1.5が、それぞれ望ましい値とされている。
なお、腰痛予防のために、山本が（2001）示している腹筋力の数値の大きさから判断すると、腹筋力と
呼ばれているものの、腹筋の力を示す指数としてとらえることができよう。したがって、背筋力指数と
腹筋力の値をもとに比を算出することで、体幹の筋力のバランスについて検討する手がかりが得ること
にした。
　背筋力の測定値は、全体平均でみると男子の場合には、121.0±24.3kgであり、女子では64.8kg±
15.3kgであった。また、背筋力を体重で除した背筋力指数は、男子では1.92±0.38であり、女子では1.27
±0.31であった。これらの値は、平成17年度に本学に入学した18歳学生の値（男子126.9kg、女子69.5kg; 
飯干ら、2006）に比べると、いずれも有意に（p<0.01）低かったことから、本学学生にみられていた背
筋力の低下傾向は、継続していると推察される。背筋力が低下すると、姿勢に影響したり（中尾ら、
1997）、腰痛などの原因にもなることから（川上、1998）、本学学生の背筋力については、今後も、引き
続き測定し、生活・生存という観点から検討していく必要があろう。
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　図３は、長座体前屈の平成23年度全国大学
生18歳の平均値（男子49.2cm、女子49.0cm）
を基準に、それぞれの値を上回る学生を上位
群、下回る学生を下位群に大別し、背筋力と
上体起こしの各群の平均値を男女別に示した
ものである。
　背筋力をみると、男子の場合、長座体前屈
が全国平均よりも優れていた上位群の平均値
は125kgであり、下位群（116kg）よりも有
意に（p<0.01）大きかった。同様に、女子も、
上位群の平均値（67.7kg）は、下位群（63.4kg）
より有意に（p<0.05）大きかった。
　上体起こしの回数は、男子の場合、長座体前屈が全国平均よりも優れていた上位群では、平均値33.2 
回であり、下位群（30.2回）よりも有意に（p<0.01）多かった。一方、女子では、上位群が25回であり、
下位群（24.5回）とほぼ同じであった。山本（2001）は、体育大学新入生1,566名を対象に、上体起こし
テストを行うとともに、腰痛の自覚症状の有無を調査している。その結果、測定値30回以上の者に比べ、
測定値25回未満の者では腰痛症保有率が2倍となっており、上体起こしテストの測定値が低い者ほど腰
痛を訴える者が多い傾向にあったと報告している。そこで、本学学生について、上体起こしの測定値が
25回未満の者を調べてみたところ、男子の場合には、上位群では206名のうち4名（1.9%）と極めて少な
く、下位群も161名のうち21名（13.0%）と少なかった。一方、女子の場合には、上位群が118名のうち
48名（40.7%）と多く、下位群は256名のうち127名（49.6%）で約半数を占めていた。これらの結果をも
とにすると、長座体前屈が全国大学生18歳の平均値を上回っていた上位群では、男子の場合には体幹部
の腹筋と背筋の筋力が、女子の場合には体幹部の背筋の筋力が、それぞれの下位群よりも優れていたこ
とがわかる。したがって、本学学生の体幹部の筋力については、今後、女子学生で柔軟性が劣る下位群
の腹筋力を中心に、女子全体の値を向上させることが大きな課題となろう。
　図４は、長座体前屈の平成23年度全国大学
生18歳の平均値（男子49.2cm、女子49.0cm）
を基準に、それぞれの値を上回る学生を上位
群、下回る学生を下位群に分け、体幹の筋力
について、背筋力指数、腹筋力、背筋力指数
／腹筋力の平均値を男女別に示したものであ
る。
　背筋力指数は、男子では上位群の平均値が
1.94であり、女子では上位群の平均値が1.32
であった。男女とも、上位群の平均値は下位
群の平均値を上回っていたものの、正木が

（2003）示している介護のために男子に望ま
れる値（2.0）と、子育てのために女子に望まれる値（1.5）には到達していなかった。なお、男子で背
筋力指数が2.0に到達していなかった学生は、上位群では206名のうち111名（53.9%）であったが、下位
群では161名のうち101名（62.7%）と増えていた。一方、女子で背筋力指数が1.5に到達していなかった
学生は、上位群では118名のうち88名（74.6%）とかなり多く、下位群では256名のうち206名（80.5%）
へさらに増えていた。なお、背筋力指数について、対象者全体でみた場合には、男子で2.0に到達して
いなかった学生が57.8%であり、女子で1.5に到達していなかった学生は78.3%であった。これらの値は、
平成17年度に本学に入学した18歳の値（男子47.4%、女子68.7%；飯干ら、2006）に比べると、男女とも
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約10%増加していたことから、以前から危惧されていた大学生の背筋力の低下は（飯干ら、2006）、か
なり深刻な状況にあるものと推察される。
　大学生で低下している背筋力などの体幹部の筋力を高めるためには、まず、日常生活において、立位
や座位の姿勢を良くすることが望まれる。そして、筋力トレーニングを行うことにより、より大きな効
果が期待できよう。筋力トレーニングの頻度として、これまでは、週２～３回が推奨されてきたが、最
近の研究（林ら、2009）によると、週１回の大学授業における筋力トレーニングでも、平均値で15%程
度、最大筋力（1RM）の向上がみられたと報告されている。このように、トレーニング頻度が少なく
ても効果が得られるという知見は、運動習慣のない女子学生をトレーニングに取り組ませる動機付けに
なるとみられる。しかし、林ら（2009）の研究におけるトレーニング負荷は、10RM（10回反復できる
負荷で最大筋力の2/3程度）とかなり大きかったので、女子学生にとって取り組むのが困難なことも予
想される。その場合には、軽めの負荷で、ゆっくりとした動作によりトレーニングをするのが特徴であ
るスロー・トレーニング（石井ら、2009）を実施させれば、体への負担が少なく、自宅でも手軽に安全
にトレーニングすることでき、効果も大きいとみられる。
　体幹部の筋力のバランスについて検討するために、背筋力指数を腹筋力で除して算出した、背筋力指
数／腹筋力の数値をみると（図４の折れ線グラフ）、男子の上位群が1.92で最も小さく、男女とも、下
位群の方が上位群より大きくなっており、女子の下位群の値が2.69で最も大きかった。泉ら（2007）は、
大学ボクシング選手の腰痛と身体特性との関係を検討するため、マシーンを用いて等速性の体幹屈曲・
伸展最大筋力を測定し、屈曲のピークトルク値に対する伸展のピークトルク比を、伸展／屈曲比として
算出している。数値が示されていないため、図示された伸展／屈曲比の結果から判断すると、値は1.7
～ 2.0程度であったことから、本研究で算出した背筋力指数／腹筋力の値は、測定方法が異なるものの、
体幹部の筋力のバランスを検討する指標として利用できる可能性が高いとみられる。なお、泉ら（2007）
によると、腰痛を有する群では、測定の角速度が速くなるにつれて伸展／屈曲比が増大していた。本研
究では、腰痛の有無について調査していないが、女子の方が男子よりも、背筋力指数／腹筋力の値が大
きい傾向にあり、女子のなかでは、下位群の方が大きい傾向にあったことから、女子は体幹部の筋力の
バランスに改善の余地があると推察される。本研究では、体幹部の筋力のバランスを背筋力指数／腹筋
力の値で評価したが、その値は、腹筋力が小さい場合に大きくなる傾向がみられた。したがって、体幹
部の筋力のバランスに改善の余地があるとみられる女子学生は、腹部の筋力を向上させることで、筋力
のバランスが改善できると推察される。なお、体幹部の筋力のバランスについては、背筋力を体重で除
した背筋力指数と上体起こしの回数から算出した腹筋力の比率により検討したが、その比率の望ましい
値については、今後、腰痛の自覚症状の有無などを調べて、さらに検討していく必要があろう。

（３）柔軟性と持久力について
　柔軟性については、最近の研究で（山元、2011）、心筋梗塞や脳卒中などの心臓血管系の発症リスク
となる動脈の硬化との関係も指摘されている。山元（2011）は、形態的にみた場合、血管の硬さ（動脈
スティフネス）は平滑筋や結合組織（エラスチンやコラーゲン）の内因性の弾性特性によって決定され、
体の硬さ（柔軟性）も骨格筋や腱、靱帯、筋膜の結合組織で決定されることに着目し、加齢にともなう
動脈スティフネスの変化は、体の柔軟性の変化と一致する可能性があるという仮説を立てている。そし
て、体が硬い（柔軟性に劣る）場合には血管も硬い（動脈スティフネスが高い）のか検討するため、健
康な成人を対象に長座体前屈と動脈の硬さの指標とされている脈波伝搬速度（PWV）を測定した。そ
の結果、40歳未満の若年者では、柔軟性と動脈スティフネスには関係がみられなかったものの、40 ～
59歳の中年や60歳以上の高齢者では、柔軟性に優れていると動脈スティフネスが有意に低く、全身持久
力や筋パワーなどの他の体力要素とは独立して、柔軟性が動脈スティフネスに関係していたと報告して
いる。また、動脈スティフネスについては、酸素摂取量にも影響するという報告もある（大槻、2004）。
　そこで、本学学生の柔軟性と持久力との関係について検討するため、血管の硬化がみられ長座体前屈
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と相関があったと報告されている中高年のなかで（山元、2011）、最も年齢の低い40歳の平成23年度の
長座体前屈の測定値（文科省ホームページ）を基準にして、本学学生を上位群と下位群とにわけ、持久
力のテスト項目であるシャトルランとの関係について検討することにした。
　図５は、平成23年度の長座体前屈の40 歳
の全国平均値（男子41.2cm、女子42.4cm）
を基準にして、それぞれの値を上回る学生を
上位群、下回る学生を下位群に分けて、シャ
トルランの回数と推定最大酸素摂取量を示し
たものである。
　男子では、上位群の方が下位群よりもシャ
トルの回数が多かったため（男子 88.9回 vs 
76.8回,p<0.05）、酸素摂取量も多かったが

（46.0ml/kg/分vs 43.3ml/kg/分,p<0.05）、 女
子では、両群のシャトルの回数にあまり差
がみられなかったので（48.9回 vs 44.9回）、酸素摂取量もほぼ同じであった（37.0ml/kg/分 vs 36.1ml/
kg/分）。これらの結果より、血管の硬化がみられ長座体前屈と相関があったと報告されている中高年
のなかで（山元、2011）、最も年齢の低い40歳の長座体前屈の測定値を基準にして本学生の持久力を検
討した場合には、上位群と下位群で差のみられなかった女子よりも男子に課題があると考えられる。
　男子における持久力に関する課題を明らかにするためには、疾患や健康づくりに関して報告されてい
る最大酸素摂取量の値を参考にすることが役に立つとみられる。疾患に関する最大酸素摂取量について
は、進藤（1990）が、男子で37ml/kg/分、女子では31ml/kg/分を下回ると虚血性心疾患の罹患率が高
くなると報告している。一方、健康づくりに関する最大酸素摂取量については、「運動づくりのための
運動指針2006」（田畑、2006）における20代の健康づくりの目標値として、男子で40ml/kg/分、女子で
は33ml/kg/分が提示されている。そこで、これらの値を基準にして、本学学生の持久力について、さ
らに検討することにした。
　図６は、図５と同様に、平成23年度の長座体
前屈の40 歳の全国平均値を基準にして、学生
を上位群と下位群に分け、推定最大酸素摂取
量の値が、進藤（1990）の報告した虚血性心
疾患の罹患率の基準値（男子37ml/kg/分、女
子31ml/kg/分）と「運動づくりのための運動
指針2006」（田畑、2006）における20代の健康
づくりの目標値（男子40ml/kg/分、女子33ml/
kg/分）に到達しなかった学生の割合を示した
ものである。
　虚血性心疾患の罹患率の基準値に到達しな
かった学生は、男子では上位群に2.4%、下位群で6.7%みられたが、女子ではほとんどみられなかった

（上位群1%、下位群1.2%）。また、20代の健康づくりの目標値に到達しなかった学生は、男子では上位
群に7.5%、下位群では25.3%もみられたが、女子では上位群が6.9%、下位群が11.2%となっており、下位
群を比較すると女子は男子の半分以下であった。これらの結果より、本学の男子学生では、長座体前屈
の測定値が、血管の硬化がみられ長座体前屈と相関があったと報告されている中高年のなかで（山元、
2011）、最も年齢の低い40歳の平均値を下回る場合には、持久力も劣る傾向にあるとみられる。持久力
については、肥満の大学生で低いという報告もあることから（谷口ら、1986; 岡村ら、1997）、柔軟性と
持久力のいずれも劣っていた学生について検討するため、最大酸素摂取量が虚血性心疾患の罹患率の基
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準値か健康づくりの目標値に到達していなかった学生のBMI（体格指数）を検討することにした。
　図７は、図５と同様に、平成23年度の長座体前屈の40 歳の全国平均値を基準にして学生を上位群と
下位群に分け、図６で示した推定最大酸素摂取量
に関する２つの基準値に到達しなかった学生のな
かで、BMIの値が25以上（肥満）の学生の割合を
示したものである。
　男子の場合、推定最大酸素摂取量が虚血性心疾
患の基準値を下回るとともに、BMI が25を上回っ
ていた学生は、上位群では7名のうち５名（71.4%）、
下位群では５名のうち３ 名（60%）となっていた。
また、推定最大酸素摂取量が健康づくりの目標値
を下回るとともに、BMIが25 を上回っていた学
生は、上位群では22名のうち９名（40.9%）で、
下位群では19名のうち９名（47.4%）であった。一方、女子の場合には、上位群と下位群のいずれにお
いても、推定最大酸素摂取量が虚血性心疾患の基準値を下回るとともにBMI が25を上回っていた学生
はみられなかった。また、推定最大酸素摂取量が健康づくりの目標値を下回るとともにBMIが25を上回っ
ていた学生は、上位群と下位群のいずれも男子より少なかった。これらの結果をもとにすると、男子の
場合には、肥満が最大酸素摂取量の推定値に影響していると推察される。なお、 長座体前屈には腹囲も
大きな影響を及ぼすと報告されていることから（宮武ら、2010）、男子学生では、肥満によって腹囲が
増大したことも長座体前屈の低下に影響した可能性もあるとみられる。本研究では、学生の腹囲を測定
していなかったが、今後は、肥満の学生を対象にして、腹囲も計測し検討していく必要があろう。
　持久力に影響するとみられる動脈の伸展性を改善するためには、運動を行うことが効果的である。
Cortez-Cooperら(2008）は、中高齢者を対象に、筋力トレーニングが動脈スティフネスに及ぼす影響に
ついて検討した結果、トレーニング効果はみられなかったと報告している。しかしながら、その研究に
おいて、ストレッチングを実施させた対照群では、頸動脈の伸展性が有意に向上（動脈スティフネスが
低下）していた。このことから、中高齢者でも、ストレッチングによって柔軟性を向上させることによ
り加齢に伴う動脈の硬化を改善する可能性があるとみられている。したがって、中高齢者に比べ様々な
トレーニング効果が大きいとみられる大学生の場合には、ストレッチングが動脈の伸展性に及ぼす効果
も大きいものと推察される。筋の伸展性だけでなく、動脈の伸展性にも効果が期待されるストレッチン
グは、日常生活における様々な動作によっても実施することが可能であるとみられる。たとえば、日常
生活で、身体を伸ばしながらシーツを広げたり（アメリカ心臓協会、1999）、身体を伸ばして高い所に
置いてある物を取るなどの動作を行う場合には、意識的に身体を伸展させるようにするとストレッチン
グの効果も大きくなるであろう。また、ストレッチングは、テレビを視聴しながら行うことも可能なの
で、柔軟性に劣る場合には、そのような「ながら運動」を行うことが望まれる。
　Gleimら（1990）は、全身11カ所の関節の可動性を検討して柔軟性指数を算出し、ウォーキング時の
エネルギー消費効率を測定した結果、体が柔らかい人、なかでも胴体や脚を捻る動きが柔らかい人ほど
同じ運動でもエネルギー消費が多かったと報告している。このことは、柔軟性が向上することにより、
身体の動作が大きくなり、エネルギー消費も増大して、体重を減少させる効果が期待できることを示唆
するものであろう。これらのことをもとにすると、肥満で柔軟性が劣る学生には、ストレッチングなど
に取り組ませることにより、柔軟性の向上だけでなく持久力の向上も期待される。また、肥満の学生には、
ストレッチングの他にも、日常生活で階段を利用したり、歩行時に腕を大きく振って速く歩くよう指導
するのも肥満の解消や持久力の向上に効果的であろう。そのような、日常生活での「ちょこまか動き」
を心がけることで、1年後には、歩数が1600歩増加し、79.5kgの体重が4.5kg減少して、腹囲も101.8cm
から4.1cm減少したという報告もある（志賀、2009）。「ちょこまか動き」は、日常生活において手軽に
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取り組めることから、運動部への所属が少なくなったと報告されている大学生（九州地区大学体育連合、
2009）にとって、効果的であるとみられる。
　以上、本学学生の柔軟性の現状と筋力や持久力との関係について検討してきたが、運動の実施状況な
どのライフスタイルとの関係については検討していない。宮武ら（2010）が、１回30分、週2回以上、3 ヶ
月以上にわたる運動習慣により、健常な20歳以上60歳未満の男女では、長座体前屈が有意に高かったと
報告しているように、大学生の体力にも、運動や栄養、休養などのライフスタイルが影響していること
から（飯干ら、2009）、今後、ライフスタイルと柔軟性との関係についても検討していく必要があろう。
北村ら（2004）が、高齢者において、長座体前屈が大きいほど自尊感情も高い傾向を認めていることは、
生涯にわたって柔軟性が大きな役割を果たすことを示唆するものであろう。柔軟性は、体力要因のなか
でも手軽に向上させることが可能であるため、体育・健康科学科目の講義と実習を通して、生涯にわたっ
て柔軟性を高めたり維持できる能力を養成していく必要があろう。

４．まとめ
　本研究では、大学生で低下していると報告されている柔軟性について、本学学生の現状を把握すると
ともに、体幹部の筋力や持久力との関係について検討した。その結果、女子学生の柔軟性が劣り、体幹
部の筋力、なかでも、腹筋力が影響している可能性が示唆された。また、男子学生で柔軟性が劣る場合
には持久力も劣っており、肥満が影響している可能性が示唆された。これらの結果をもとにすると、柔
軟性は筋力や持久力と深い関係があり、柔軟性を高めることで持久力が改善されたり、筋力を高めるこ
とで柔軟性が改善される可能性が高いとみられる。今後、本研究で得られた知見を共通教育の必修科目
である体育・健康科学理論や体育・健康科学実習で活かしながら、体育・健康科学科目の充実を図って
いく必要があろう。そのような取り組み継続させていくことは、平成25年度から実施される新しい共通
教育でキーワードの１つとなっている「身体力」を向上させることはもとより、共通教育の大きな目標
である「人間力」を高めることに大きく貢献すると考えられる。
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キーワード：学士力・学士課程教育・グローバル人材・コミュニケーション能力・大学英語教育

１．はじめに
　グローバル化が進む現在、外国語教育の拡充は多くの国々で課題とされており、各国で様々な取り組
みがなされている。しかしながら日本の言語教育は遅れをとっている。特に、高等教育における外国語
教育は遅れているように思われる。また、大学全入時代を迎え、近年の大学生の英語力を含む学力は低
下してきている。これには、自主的に課題に取り組む意欲が低い、論理的に考え表現する力が弱い、日
本語力、基礎科目の理解が不十分などの背景があることが明らかになってきている１）。
　一方、今日のグローバル化する社会に目を向けると、グローバル社会に対応できる人材が求められて
おり、日本も例外ではない。その対象は社会人だけではなく、これから社会に出て行く大学生にも向け
られている。このようなニーズに応じるため、日本は文部科学省を中心に過去数年に渡り、高等教育の
あり方に関して検討を重ね、下記に示したように、さまざまな政策を策定している。

１）「学士課程教育の構築に向けて」2008年12月
２）「産学官によるグローバル人材の育成のための戦略」2011年４月
３）「予測困難な時代において生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」2012年３月
４）「グローバル人材育成戦略」2012年６月
５）「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」2012年８月

　本論文では、日本が育成しようとする、学士力があり、グローバル社会に対応できる人材を考えるに
あたり、まず、大学の学士力を育成する学士課程教育に関する文部科学省の取り組みを概観する。次に、
グローバル人材に関して背景などを概観する。その後、学士力の向上およびグローバル人材を育成する
ために大学の教養教育ができることを、特に英語教育に関して考察をする。最後に、これらを受け、鹿
児島大学の共通教育課程における英語教育への示唆を挙げてみたい。

２．学士力とグローバル人材
　ここでは、まず、学士力に関わる学士課程教育について概観していく。「学士課程教育の構築に向け
て（答申）」（2008）では、次のように背景などを述べている。

　　　　･･･学士課程教育の構築が、我が国の将来にとって喫緊の課題であるという認識に立っている。
　　　　第一に、グローバルな知識基盤社会、学習社会において、我が国の学士課程教育は、未来の社

会を支え、より良いものとする「21世紀型市民」を幅広く育成するという公共的な使命を果た
し、社会からの信頼に応えていく必要がある。

　　　　第二に、高等教育のグローバル化が進む中、学習成果を重視する国際的な流れを踏まえつつ、
我が国の学士の水準の維持・向上のため、教育の中身の充実を図っていく必要がある。

　　　　第三に、少子化、人口減少の趨勢の中、学士課程の入口では、いわゆる大学全入時代を向え、
教育の質を保証するシステムの再構築が迫られる一方、出口では、経済社会から、職業人とし
ての基礎能力の育成、さらには創造的な人材の育成が強く要請されている。

　　　　第四に、教育の質の維持・向上を図る観点から、大学間の協同が必要となっている。

大学生に求められる学士力と英語力

教育センター外国語教育推進部　特任准教授　原　　　隆　幸
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　このように述べた上で、具体的な改善方策としての「各専攻分野を通じて培う学士力～学士課程共通
の学習成果に関する参考指針」で、１．知識・理解として、⑴　多文化・異文化に関する知識の理解、
⑵　人類の文化、社会と自然に関する知識の理解、２．汎用的技能として、⑴　コミュニケーション・
スキル、⑵　数量的スキル、⑶　情報リテラシー、⑷　論理的思考力、⑸　問題解決力、３．態度・志
向性として、⑴　自己管理力、⑵　チームワーク、リーダーシップ、⑶　倫理観、⑷　市民としての社
会的責任、⑸　生涯学習力、４．総合的な学習経験と創造的思考力を掲げている（太字は筆者による）。

　一方、グローバル人材に関してはどうであろうか。「産学官によるグローバル人材の育成のための戦略」
（2011）では、次のように現状と課題を述べている。

　　　　世界では、政治・経済をはじめ様々な分野でグローバル化が進み、加速度的に進展している。
人間が作り上げた技術やシステムにより、ヒト、モノ、カネが国を越えて一層流動する時代を
迎える中、地球規模で物事をとらえ、地球上のあらゆる人びとと協力し、地球規模の平和と幸
福を追求することが不可欠となっている。

　　　　教育は、人が社会の中でよりよく生き、自己実現を図るためのものであるとともに、社会にお
いて、その人材が活躍し、その力が最大限発揮されるためのものである。このため、時代の流
れとともに変化する社会に合わせて、教育自体も進化したものとなる必要がある。現代という
グローバル社会においてはグローバル化がより進展する社会を見越し、日本人がグローバルに
対応できる力を持つグローバル人材になることが求められている。

　次にグローバル人材の定義であるが、同報告書は、「世界的な競争と共生が進む社会において、日本
人のアイデンティティ２）を持ちながら、広い視野に立って培われる教養と専門性、異なる言語、文化、
価値を乗り越えて関係を構築するためのコミュニケーション能力と協調性、新しい価値を創造する能力、
次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持った人間」としている。また、「グローバル人材育
成戦略」（2012）におけるグローバル人材とは、次のような要素が含まれるものとしている。

　　　　要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力
　　　　要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感
　　　　要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー２）

　　　　グローバル人材の概念に包含される要素の幅広さを考えると、本来、その資質・能力は単一の
尺度では測り難い。しかし、測定が比較的に容易な要素Ⅰ（「道具」としての語学力・コミュニケー
ション能力）を基軸として（他の要素等の「内実」もこれに伴うものを期待しつつ）、グロー
バル人材の能力水準の目安を（初歩から上級まで）段階別に示すと、例えば、以下のようなも
のが考えられる。

　　　　①海外旅行会話レベル
　　　　②日常生活会話レベル
　　　　③業務上の文章・交渉レベル
　　　　④二者間折衝・交渉レベル
　　　　⑤多数者間折衝・交渉レベル

　グローバル人材は、外に目を向けるだけでなく、国内に目を向ける必要もあると思われる。近年、日
本ではニューカマー外国人が増えてきており、日常、近所や街中で見かけるのは珍しくなくなってきて
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いる。彼らと共生していく上でも、グローバル人材の能力は必要であると考えられ、この点から言うと、
今後日本を背負って立つすべての大学生はグローバル人材になっていくことが求められるのではなかろ
うか。

３．大学の共通教育の役割
　このように学士課程教育とグローバル人材を見ていくと、多くは大学における学士課程教育で培うこ
とができる。特に、学士課程教育で培われる知識・理解としての「多文化・異文化に関する知識の理解」、「人
類の文化、社会と自然に関する知識の理解」および汎用的技能としての「コミュニケーション・スキル」
と、グローバル人材の要素である「語学力・コミュニケーション能力」、および「異文化に対する理解
と日本人としてのアイデンティティー」は重なる部分である。これらは外国語教育、とりわけ英語教育
を通して培うことができる。
　英語の授業では、英語を話す国の人々の文化、考え方、習慣など教材を通して、また、教員（の経験
談など）を通して指導できる。同時に外国を、海外の人々を見ることにより、日本や日本人としての自
分を顧みることができる。さらに第２外国語を学べば、その機会は２倍になり、より多くの国々や人々
の文化、考え方、習慣を学べるのである。その結果、学生は多角的なものの考え方を身につけていくこ
とができるであろう。また、英語や第２外国語の教材は様々なトピックを扱っており、「多文化・異文
化に関する知識の理解」に加えて、「人類の文化、社会と自然に関する知識の理解」も同時に身につけ
ていける。こういった内容は「異文化コミュニケーション」関連の授業を通しても身につけていける。
または、大学にいる留学生たちと交流を持ち、接していくことで自然と身につけていけると思われる。
　また、外国語（英語）を学習することを通して、自立学習を続ける土台となる４技能を磨き、学習方
略を身につけ、学び続ける意欲や自信をつけることは、「生涯学習力」へと結びつく。これは英語に関
わらず、さまざまな言語で求められるかも知れないが、英語で身につけておけば、他の言語にも応用が
利くものである。
　こういった取り組みは、文部科学省が2011年に出した「国際共通語としての英語力向上のための５つ
の提言と具体的施策」とも連動している。ここで掲げられている「求められる外国語能力とは」による
と、下記に示すようである。

　　　　グローバル社会で求められる外国語能力とは、異なる国や文化の人々と外国語をツールとして
円滑にコミュニケーションを図ることができる能力と言える。円滑にコミュニケーションを図
ることができる能力とは、例えば、異なる国や文化の人々と臆せず積極的にコミュニケーショ
ンを図ろうとする態度や、相手の文化的・社会的背景を踏まえた上で、相手の意図や考えを的
確に理解し、自らの考えに理由や根拠を付け加えて、論理的に説明したり、議論の中で反論し
たり相手を説得したりできる能力などが挙げられる。

続けてコミュニケーション能力の育成に関して、次のように記している。

このようなコミュニケーション能力を育成するためには、講義形式の授業から、例えば、スピー
チ、プレゼンテーション、ディベート、ディスカッションなどを取り入れることにより、生徒
の言語活動を中心とした授業へと改善を図る必要がある。

この報告書は、初等・中等教育を含む英語教育全般に関して述べた報告書であるが、上記の引用箇所は
大学の英語教育にも当てはめることができる。
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４．鹿児島大学の共通教育と英語教育への示唆
　まず、異文化コミュニケーションに関する授業を学生が履修することが挙げられる。少なくとも日本
人学生は全員履修し、多文化・異文化に関する理解を深める。同時に、この点は各外国語教育でも補っ
ていく。
　次に、英語だけではなく、それ以外の外国語を履修する。伝統的には、フランス語やドイツ語が挙げ
られるが、日本を取り巻く国々の言語である中国語や韓国語、またはロシア語など隣国の言語を学ぶの
は、相互理解のためにも重要となる。その他、日本と関係のある中東の言語であるアラビア語、日系人
の多い中南米で話されているスペイン語やポルトガル語も重要である。近年、日本国内の外国人集住地
区では、多くの日系人労働者が出稼ぎに来ており、日本人と共生している。彼らが話す言語がスペイン
語やポルトガル語である。そのため、後者の言語学習は重要となってくる。こういった英語以外の外国
語を学ぶことは、異文化理解、国際交流の観点から、グローバル人材の要素の観点からも重要であると
言える。
　最後に、英語教育に関してである。英語教育は、学士課程教育にも、グローバル人材育成に関しても
関わってくる重要な部分であることは上記３で示した通りである。「多文化・異文化に関する知識の理
解」に加えて、「人類の文化、社会と自然に関する知識の理解」を促すために必要なのは、バリエーショ
ンに富んだトピックを扱っている教材を採用すること、または教員がそのような授業を心がけることで
ある。指定教科書を使用することでレベルの統一を図ることはいい点であるが、指定教科書数が少ない
とさまざまな知識の理解を充分に育むことが難しくなる。また、古い教科書には今にも通じる部分もあ
るが、現在起こっていること、現状を扱っていない点がマイナスとなる。これを補うには、英字新聞（デ
イリーのものや週刊のもの）などを授業で取り上げることで補っていける。
　次にコミュニケーション能力を育成するために、スピーチ、プレゼンテーション、ディベート、ディ
スカッションなどを取り入れることは、コアの形式を採っている方式に当てはまっている。これはコア
Oの授業が担っている部分である。それ以外のコアでも４技能を技能別に担っているので、今後も期待
される部分である。
　ただ問題となってくるのは、どのレベルの英語を身につけさせたらいいのかという点である。現在、
習熟度別のクラスを設け、学習目標を掲げているが、先ほど挙げた「グローバル人材育成戦略」（2012）
におけるグローバル人材の能力水準の目安（初歩から上級まで）である①海外旅行会話レベル、②日常
生活会話レベル、③業務上の文章・交渉レベル、④二者間折衝・交渉レベル、⑤多数者間折衝・交渉レ
ベルを上手く学習目標の一部に組み込むことが挙げられる。次に、コアごとの学習目標を「CEFRj」3）

などを参考に、かつ鹿児島大学の学生のレベルを検討した上で、Can-do指標を作成してはどうであろ
うか。また、学習目標を設定するのであれば、どれだけその目標が達成されたかを評価するシステムも
必要となってくる。学習目標に合わせ授業を行っても、ただの筆記の期末試験では、正確に、学習目標
を達成したかを評価できない。
　こういったさまざまな点を見直しつつ、専任教員と非常勤教員で連携を図りながら、時に研修などを
行って学習し、鹿児島大学の共通教育における英語教育を少しでも改善していければと思う。

５．おわりに
　本論文では、日本が育成しようとする、学士力があり、グローバル社会に対応できる人材を考えるに
あたり、まず、大学の学士力を育成する学士課程教育に関する文部科学省の取り組みを概観してきた。
次に、グローバル人材に関して背景などを概観し、学士力の向上およびグローバル人材を育成するため
に大学の教養教育ができることを、特に英語教育に関して考察を行った。最後に、これらを受け、鹿児
島大学の共通教育課程における英語教育への示唆をいくつか挙げてみた。
　今回は、国の報告書をベースに学士課程教育とグローバル人材について考察してきたが、今後の課題
は、鹿児島大学の英語教育に対し具体的な学習目標を考察し、実情にあったものを検証していきたい。
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注
１）［調査］深刻な大学生の学力低下　教員の６割問題視【Benesse（ベネッセ）教育情報サイト】
２）本論文中では、「アイデンティティ」と「アイデンティティー」が混在しているが、これは各引用

文献での表記の違いであり、本論文では原文のまま２つの表記を用いている。
３）詳細は投野由紀夫（2010）に記されている。また具体的な成果物は下記よりダウンロードできる。
　http://www.tufs.ac.jp/ts/personal/tonolab/cefr-j/download.html
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　3年ぶりに東京から鹿児島大学に戻ってきて、「以前との違いや何か感じたこと
を書いては？」と紙面をいただいたのですが、新しい建物が増えた、以前より灰
が降る、生協が遠い、研究室が良くなった、などの比較的どうでもいいことや、
重要かもしれませんが、本誌面にて学内外に広く公開するには不適切な内容しか
思いつきませんので、私の研究対象としている顔と関連づけたお話をさせていた
だきたいと思います。
　私は現在高等教育研究開発部の専任教員として高等教育の研究をメインの仕事
としておりますが、７年前までは高等教育とは全く無縁の研究を行っていました。

その内容は、顔面表情認知に関する心理学的研究で、人がある表情を見たときにどのように判断するか、
というメカニズムを明らかにすることでした。表情を読み取れるなんてあたりまえのことではないか、
と思われるかもしれませんが、私たちが普通に行っている事は、実は複雑なこころの働きの積み重ねの
上で生じている結果であって、それについてはまだ明らかになっていないことが多いのです。そのこと
はコンピューターやロボットに私たちと同じような表情を持たせたり、読み取る機能を持たせたりする
ことの難しさをイメージしてもらえるとわかりやすいかもしれません。
　また、表情の研究を行っているとお話しすると、自分の隠している感情状態が読まれるのではないか、
考えていることが見抜かれるのでは、と言われることも多いです。そのような際には、「もちろんわか
ります！」と答えるようにしています。しかし残念ながら実際のところはそのような能力は持っておら
ず、妻のつく嘘さえ見抜けません。ですので、私に会ったときには特に気にせずにコミュニケーション
を取っていただければと思います。
　そのような研究を行っていたのですが、高等教育と関連が始まる最初のきっかけとして、７年前に（独）
大学評価・学位授与機構の評価研究部（当時）というところへ就職しました。表情の心理学の研究を行っ
ている人が大学評価の研究機関へ採用された理由として、ここでも、評価の訪問調査の際に大学が嘘を
ついているのを見抜くためではないか、と言われることがありますが、当然そうではありません。実際
の理由は、おそらくは、既存の研究枠組みではなく新たな分野である大学評価の研究には、高等教育を
専門とする人材だけではなく、多様な人材を確保する必要があるということと、心理学は得られたデー
タの背後から複雑なこころの働きを読み取るため、そのための統計処理に関する知識を持ち合わせてい
ることが評価されたのではないかと思っています。
　初めての就職先で、それまでの専門分野と異なる評価の仕事を２年ほど続けて、ようやく余裕が出て
きたと思っていたある日、鹿児島大学の評価室へ２年間出向することとなりました。そのときの私は助
手であったこともあり、そろそろ本業の心理学のほうに戻ろうかと思っていたところでした。また、そ
れまでは親戚がいるわけでもなく行ったこともなかった鹿児島に行くことに不安があったのですが、評
価を行うには大学の現場において教育研究に携わったことがあるべきであるという、ごもっともな説得
を受け、結婚してまだ数ヶ月の新婚生活が別居になることもあり、当時はあまり乗り気がしなかったの
ですが、鹿児島の地へ初めてやってきました。
　評価室では、大学機関別認証評価と国立大学法人評価の自己評価書の作成の仕事がメインでした。こ
こでは、事務の方と毎日顔を合わせ、実際の作業をする立場でした。４月に赴任して鹿児島大学のこと
を全くわからないままに６月提出の評価書の作業に参加することになったのですが、優秀な事務職員の
方々のおかげで、無理なく仕事をさせていただきました。事務の方に実務について教わりながら、一体
となって仕事をさせていただくことは、大学院の研究室の仲間と一緒に研究をしていた時を思い出すよ

鹿児島大学の顔

教育センター高等教育研究開発部　准教授　渋　井　　進
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うな、楽しく有意義なものでした。またプライベートでは釣りを始め、週末出かけて充実した生活を送っ
ておりました。渋滞はなくどこでも車で行け、食事は美味しく、焼酎は美味しく、魚は釣れる、という
生活に慣れ親しんだところで２年が経過し、鹿児島大学で学んだことを活かして評価の仕事へ還元しよ
うと思い、希望を持って東京へと戻りました。
　評価の仕事へ誇りを持って戻ったものの、東京では帰るなり、事業仕分けを経験しました。国会議員
やいわゆる有識者の人たちに、これまで行ってきた評価の事業は、廃止や民間への移行などの判定を受
け、必要性を否定されたのでした。その時私はインターネット中継を見ていたのですが、誇りを持って
仕事を行い所属してきた組織が無駄のような扱いを受け、マスコミも同調した報道をすることを目にし
た時ほど、失望を覚えたことはありませんでした。そんな中で研究者としての自分の身を助けるのは研
究業績としての論文でしかないため、評価に関連した研究を本来の専門分野である心理学と結びつけて
行うようになりました。評価を意志決定の過程と考え、その判断の心理的過程を分析するようにしたの
です。その結果、論文が多く出るようになり、研究者としては充実した仕事ができました。しかし、プ
ライベートでは、釣り場まで片道２時間以上で釣れない、休日はどこも渋滞、原発事故などもあり、鹿
児島へ帰りたいと思う気持ちは、日に日に強くなっていったのでした。そんな風に３年を過ごしたとこ
ろ、教育センターの公募を見かけて出してみたら、幸いに採用していただき、今年４月に戻ってきたの
でした。
　さて、ここでやっと鹿児島大学の顔の話になります。ここまで読んでいただいてわかるように、私の
研究テーマは大学評価と顔なのですが、最近ではそれを結びつけた研究を行っています。一見まったく
関係のない２つのテーマを結びつけ、「顔グラフ」というものを用いて大学評価の支援をすることは出
来ないか、という研究で科研費の支援を得ることが出来ました。顔グラフというのは、線画図形で表現
される顔型のグラフであり顔の大きさ、眉の傾き、目の位置などのいくつかのパラメータに多変量のデー
タを割り当てることで、個別のデータを見るよりもわかりやすく表現しようとするものです。少しのパー
ツの違いでも沢山の顔の違いが識別できるように、人間は顔に対する感度特性の高さがあり、それを利
用しています。大学評価で用いられる多くの情報を顔で表現することにより、膨大な情報を処理する評
価の作業が効率的になるように支援するための研究を行っています。
　そのような研究を行っていく間に、様々な情報を、よりダイレクトに顔で表せないか、と最近考える
ようになりました。たとえば、大学を顔として表現するとしたらどのようになるか、鹿児島大学のイメー
ジを表す顔とはどのようなものか、というものです。これはなかなか難しく、一義的に決まるようなも
のではなさそうです。ひょっとすると吉田学長の顔をイメージする人もいるかもしれませんし、歴史上
の有名人、地元住民の地理的な個性を持った平均顔などが考えられますが、皆さんはどう思うでしょう
か。様々な人が想定する様々な鹿児島大学の顔があるでしょう。大学にはステークホルダーとして、学
生さん、その保護者、企業、地元住民など多くの関係者がいます。その方々が想定する鹿児島大学の顔
が、それぞれにとって良い顔であって欲しいと考えています。そのために、私の仕事である教育改善へ
の支援を通じて、学生さん、教員の皆さん、事務の皆さんの笑顔あふれる大学となるように、身近な努
力から始めることでその一役を担えればと思いつつ、筆を置かしていただこうと思います。
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　数年前、秋の夜長にある歌がふと心の奥底をよぎって行きました。
　残念ながら全てを思い出せません。断片でしか思い浮かびませんが、次のようなものでした。

　　僕の前に道はない
　　僕の後ろに道は出来る
　　ああ、自然よ
　　父よ
　　僕を一人立ちさせた広大な父よ
　　僕から目を離さないで守る事をせよ
　　常に父の気魄（きはく）を僕に充たせよ
　　この遠い道程のため
　　この遠い道程のため

　自分が「やくざな気分」にあった若い頃に読んだ「道程」でしょうか。そのころ思い抱いた「道程」
と今のそれとはあまりに異なり過ぎます。昨日まで、対岸にあって遠く感じられた物が今日の私の行く
道に繋がって、新しい「道程」になっているのです。
　平成６年位だったでしょうか、鹿児島大学にインターネットのネットワークが敷設されることになり
ました。事務局も一つのセグメントとしてDNSとメールサーバーが配布されるので、その管理の話が
ありました。突然のことで、何のことやら、わけがわかりません。情報収集に努めたことは言うまでも
ありません。その過程で「kuas」というセグメント名が付けられた記憶があります。それに連なるの
がキャンパス情報ネットワークで、通称「Knit」と呼びました。その当時のあまり笑えない話があります。
　当時、Knitには統合ソフトウェア「マジックディスク」と数十台の物理的に接続できる事務部門に配
布されたパソコンがありました。「マジックディスク」は事務用パソコン各にインストールされ、そのサー
バーが「Knit」本格運用に併せて、総合情報処理センター（当時は学術情報基盤センターではなく、そ
う呼んでいた。）から事務局経理部へ移転してき、立ち上げてみましたが部局からアクセスできません。
総合情報処理センター内しか動作しませんでした。よく調べるとサーバーにDNSの設定がされていま
せん。メーカーに問い合わせてDNSの設定を行い、やっと部局からもアクセスできるようになりました。
　事務部門として、この「Knit」を有効に利用する方策は何かないかとのことに対し、予算執行では当
時、事務局と部局間でフロッピーディスクにより債主マスタ・予算配賦や執行決議書や支払決議書のや
り取りを行っていましたが、ネットワークを介してこれらを行うことや部局間の文書のやり取りをメー
ルで行うことになりました。
　予算執行は事務局にデータ交換のサーバーを設置し、排他的処理を行うようにして実現しました。メー
ル（今の職責メールの前身に当たりましょうか）は、事務局にあったメールサーバーを使用し、これで
POP3を動作させることとしました。POP3のソースプログラムを入手し、tarで解凍し、ＣＣでオブジェ
クトを作り、デーモンでPOP3を実行するようにさせ、当時の教養部と最初に試験した記憶があります。
翌年、事務部門に配布されたパソコンに、当時使われ始めていたALmailをインストールしてメールシ
ステムを構築しました。
　事務部でALmailが標準的に使用されるようになった理由の一つに挙げられますが、是が非でも
ALmailである必要でなく、POP3を使うメーラーであれば何でもよかったはずです。今やALmailも古

記憶

　
教育センター事務室長　教務課長代理　十　田　正　文
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くなり、もう私も使っていません。当初のパソコンにはDNSの機能がなく、ALmailで事務局メールサー
バーのIPアドレスを直接指定しました。
　後日当初のパソコンにDNSの機能を持たせることができるようになり、事務局メールサーバー名を
指定するだけでメールできるようになりました。
　現在は、こういうことを意識しなくともできることが、最初の頃は細かく意識する必要があったこと
を思い出しました。
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　私は「鹿児島大学ピア・サポート」の学生代表を務めています小池博希です。ピア・サポートは平成
24年４月に、「学生の悩みに学生が、学生目線で対応しよう」という目的で発足した学長委嘱の学生サポー
トボランティア団体です。
　学生生活や勉強で抱える悩みを解決するための支援を行っています。２～４年生をメインメンバーと
して、現在約25名が登録し活動しています。
　発足初年度ということもあり、試行錯誤しながらの活動ですが、よりよい大学生活を目指して、皆で
力を合わせ日々精進しています。今回は、「鹿児島大学ピア・サポート」を紹介します。

発足までの経緯
　鹿児島大学ピア・サポート「鹿ナビ」は平成24年４月から発足しました。ピア・サポートは全国の約
半数の大学が取り入れている学生サポート体制です。
　鹿児島大学でもこの制度を立ち上げようと学生や教職員が一緒になり、平成22年度からワークショッ
プ等を重ね、現在の活動につながっています。当初は、ピア・サポート自体があまり知られていなかっ
たこともあり、「ピア・サポート」の意義を共通理解するところから始まりました。平成24年は活動初
年度ということもあり、スタッフ集めやサポート運営などまだまだ至らないところが多々ありますが、
学生スタッフが教職員と一丸となって献身的に活動を続けています。その甲斐あって、認知度の低かっ
た活動当初から比べると、少しずつではありますがピサ・サポートを頼りに訪ねてくる学生が増えてき
ました。

これまでの鹿児島大学ピア・サポート
　まず４月に発足してすぐ、新入生向けの支援に目を向けました。私たち在学生にとっては簡単なこと
でも、先日まで高校生だった一年生にとっては履修登録や各種重要な手続きなどは非常に困難な作業で
す。そこで大学生活をスムーズに過ごせるよう、履修登録の手助けやキャンパス内の案内などを行いま
した。非常に多くの新入生に、鹿ナビを活用していただき、初めての活動は好調の出だしとなりました。
　６月には、鹿ナビ企画第1弾として「語ろう会」を実施しました。これは、「大学生活にも慣れた1年
生が抱える小さな不安や悩みを先輩たちと気軽に話せる場を設けよう」という目的で実施しました。「語
ろう会」は、鹿ナビとして企画をゼロから作り上げた初めての企画でしたので「締め切りを過ぎても参
加希望者がいない！」「ワークショップの中身が全然決まらない！」といったトラブルもありました。
しかし、学生スタッフが諦めずに力を合わせた結果、当日は約30人が教室に集まり、最後まで和やかな
雰囲気の「語ろう会」となりました。参加した教職員の方々も「学生の本音が聞ける非常にいい機会だ」
と大変評価していただきました
　その他、積極的に他の大学とコミュニケーションを図っています。ピア・サポート活動は他の大学で
も行われており、様々な意見やアイディアを聞くことで、本学のピア・サポートをより充実させること
が目的です。インターネット電話〝skype〟を用いて、長崎大学のピア・サポート団体との交流会を行っ
たり、岡山大学で開かれた教育改善に関心がある学生が集まるi*seeに参加したりしました。そこでは多
くのサポーターとの情報交換をとおして、より広くピア・サポートの輪を作ることができ、私自信が大
変刺激を受けました。それはこれからの活動のモチベーションにもつながりました。

新しい学生サポート

　　
水産学部水産学科４年　小　池　博　希
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これからの展望
　私たち鹿ナビのこれからの目標は、新入生だけでなく在学中の学生の皆さんにも「相談してよかっ
た！」「頼ってよかった！」と思われる身近な存在になることです。そのために我々サポーターが学生
生活の問題点や改善点に目を向け、充実したサポート体制をつくっていきます。
　鹿ナビの活動、ピア・サポートに興味がある方、学生生活に対しての相談がある方はぜひお気軽にピ
ア・サポートルームへお越しください。私たち鹿ナビスタッフ一同、皆さんの充実した大学生活をサポー
トできるよう一生懸命頑張ります。また、教職員の方々も私たちの活動にご協力くださるようお願いし
ます。

これまでの感想
　大学に入学して以来、「何か大きな達成感がない」と思いながらも、与えられたことをそのままこな
す受身の大学生活を大学４年間過ごそうとしていました。そんな時に出会ったのがこのピア・サポート
でした。自分たちが中心になって大学をよくしようと動くことで、大学生活に主体性を持つことができ
ました。今まで当たり前だったことも、少し視点を変えてみてみると大きく違って見えてきます。
　代表を務めさせていただいていることで、日ごろ絶対に経験できないようなことを体験させていただ
いています。これは今だからできる貴重な体験で、さらに自分を大きくしてくれるものだと思います。
　学生だから出来ること、変えられることはまだまだ沢山あります。大学の主役は私たち学生です。こ
の思いをもっと多くの人に共有できるよう、さらにもっとよりよい大学生活に出来るよう精いっぱい頑
張っていきたいです。
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１．共通教育改革の経緯
　平成 23 年度の主な事業は、共通教育の改革であり、平成 21 年度から構想を練っていた共通教育改革
案を元に、教育センター会議で審議して全学の了承を得ることであった。
　まず、教育センター企画会議において審議検討を進めてきた共通教育改革案が陽の目を見るための手
続きとして、平成 23 年 6 月 3 日の第 3回教育センター会議において、共通教育等改革検討委員会を設
置した。
　共通教育等改革検討委員会は 6月 28 日の第 1回から 9月 13 日の第 6回まで開催され、共通教育の教
育目標と科目枠組みについて詳細かつ真剣な議論が行われた。議論の中には、「○○を学ぶ」という小
枠組みの名称の問題、それに所属する科目配置の問題、新しい科目開設の提案、卒業要件単位数の問題
など、多岐にわたるものであった。この段階においては、人間力養成プログラム、学力養成プログラム
と専門基礎力養成プログラムからなる改革案について検討を行っていた。
　共通教育等改革検討委員会においてまとめられた改革案は、9月 30 日の第 6回教育センター会議に
提案された。その依頼内容は、以下のようなものであった。
　⑴　所属の学部へ当改革案を持ち帰り、次の作業をお願いしたい
　　①�「平成 23 年度共通教育開講科目データに基づく新教育プログラムの科目配置」に対する基本的

な理解と了承
　　②「鹿児島大学共通教育の教育目標」の理解と了承
　　③�「平成 24 年度共通教育科目卒業要件単位数」及び資料「平成 24 年度共通教育科目卒業要件単位

数（外国人留学生用）」の内容確認及び各学部の希望案の検討。但し原案からの大幅な変更はし
ないでほしい。例えば、人間力養成プログラムの選択科目の卒業要件単位数 10 を 8 とし、その
2単位を学力養成プログラムへ移行するなどは可

　⑵�　この案は 11 月開催の本会議で最終決定したい（平成 24 年度履修案内原稿作成の期限の関係上）
ので、上記 (1) のタイムリミットは、その会議開催前までとしてほしい

　⑶�　疑義等ある場合は、次回（10 月）の本会議で回答するので、各学部とりまとめて教育センター
総務係へ電子メールで提出してほしい

　このような依頼は今から思えばかなり拙速なもので、第 2期中期目標中期計画の達成を目指して焦っ
ていたものと反省している。10 月 28 日の第 7回教育センター会議では、各学部における改革案の検討
状況の中間報告が行われた。各学部とも教授会での審議・決定は 11 月ということで、教務委員会や、
学部内の教員に投げかけた時点での意見についての報告がほとんどであった。しかし、かなりの学部に
おいて比較的容認的な意見もあったが、今回の改革案に対して基本的な疑義を呈する意見もあった。セ
ンター会議では、これらの意見に対して詳しく説明を行うことで打開を図ろうと努めた。そして、教育
センター長として、11 月上旬に各学部長と面談し説明及び依頼を行うこととなり、共通・基礎教育科
目を大きく担っている法文学部、教育学部と理学部にまず説明にいくこととした。
　この改革案について法文・教育・理学部長等へ説明を行ったところ、二学部から検討にかかる期間を
延長して欲しい旨の要望があったため、教育センター企画会議に諮った結果、今後のスケジュールを次
のとおり変更することとなった。
　・平成 24 年 2 月末締切…共通教育の新教育目標と教育プログラムについての部局における結論
　・平成 24 年 3 月～ 4月…教育センター会議における改革案の確定
　・平成 24 年 6 月末締切…卒業要件単位数にかかる、部局における結論
　・平成 24 年 7 月 …共通教育改革案の確定
　・平成 25 年 4 月～ …共通教育改革を反映した授業開始

平成23年　教育センター活動報告
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この内容については 12 月 2 日の第 8回教育センター会議において報告し、了承が得られた。
　12 月 27 日の第 9回教育センター会議では、改革案にかかる意見や各学部の進捗状況をフリーディス
カッション方式で議論するとともに、今後も引き続き継続審議をすることを説明した。
　平成24年1月27日の第10回教育センター会議では、各学部の意見の大枠は次のようなものであった。
　・�法文学部　教育研究検討委員会で検討中であり、「枠組みの基本的な考えは了承するが、教育目標
にかかる文言修正の要望がある」状況であり、最終判断は 2月の教授会で結論をだす。

　・教育学部　引き続き検討中であるが、教員からの強い意見はでていない。
　・�理学部　1月 18 日の教授会において合意された点は、次のとおりである。改革案の中心にある「人
間力養成プログラム」という新たな枠組みを作ることには同意できない。その理由は、以下のとお
りである。「倫理観」や「社会貢献意識」を身につけることを謳った教養科目を最も根本的なもの
（「社会人としての基本的能力を鍛えるもの」）と位置づけ、基礎教育科目を除く共通教育科目全体
の１／３の比重を置いて、「人間力養成プログラム」の中で履修を義務づけることには同意できない。
これは、真理の探究を旨とする理学部の教育においては多面的見方が肝要で、特定の価値観に基づ
く教育を提供することは、真実を見抜く目を曇らすことに繋がる危険性をもつと危惧するからであ
る。

　・�工学部　検討中である。枠組みの基本的な考えは了承するが「人間力養成プログラム」選択科目の
卒業要件単位数は、（JABEEとの関連もあり）４～６単位が限度である。

　・医学部　学部内に特に意見はない。
　・歯学部　教育改革の方針について早く結論をだしてほしい。
　・�農学部　11 月開催の教授会で、今回の改革案は原則了承された。その後の動きは特にない。なお、
今回の理学部の報告内容については周知したい。

　・水産学部　学部内に特に意見はない。
　理学部の意見に代表されるように、「人間力」に関する明確で共通認識の定義がないという問題を説
明するために、教育センター長は、堀田力氏の著書「人間力の育て方」を例にあげ、さらに 2003 年 4
月の内閣府「人間力戦略研究会報告」における人間力の定義、2007 年 6 月の『総合的な学習の時間の
充実を求める「教育再生民間会議」提言』、あるいは全放連の「人間力育成プロジェクト」と鳥取大学
の教育課程のグランド・デザインにおける「人間力の考え方」を説明した。結論として、「人間力」とは、『自
ら考え、他者とのコミュニケーションを取りながら、適切な判断力と行動力により社会に貢献できる能
力』を意図しているものとした。このような能力は知識詰め込み教育では決して鍛えることができない
ものであり、鹿児島大学の共通教育において、この十年余りにわたり少しずつ培ってきた新しい教育科
目を中心にして、人間力を養成するプログラムを構築することが、今回の共通教育改革の中心となって
いるとの説明を行った。
　これを受け、奥オブザーバーは『人間力教育の最終目標は「自立した人間」を養成することである』、
内尾委員からは、『この資料は理解しやすく、今回ではなく共通教育改革の議論の冒頭に提示すべきで
あり、その方が学内教員は「人間力とは」について理解しやすかったと思われる』、植村委員からは、『教
養部解体後、今回のような教育改革についての議論は全くなされていなかった。このような議論は行う
べきである』、西委員からは、『この共通教育改革については全学部の了承が必要である。議長の説明と
理学部の意見内容には隔たりがあり、このままでは平行線である。お互い理解を深めることが重要と思
われるので、議長は理学部へ足を運んで " 共通の言語 " で、よく話し合ってほしい』等の発言があった。
これを受けて、2月 8日に宮嶋理学部長を訪問して、今回の改革案について詳しく説明をし、意見交換
を行った。
　2月 23 日の第 11 回教育センター会議では、本会議前に提出された資料「共通教育改革（案）に対す
る意見」（法文学部）、『「進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革案」に対する理学部の意
見』（理学部）に基づき、両学部の委員から説明があった。その後「人間力」等の語句の捉え方につい
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て議論がなされた。そして、現時点では改革の大枠にかかる承認についてまだいくつかの学部から回答
を得ていない（締切は 2月末）ため、次回の本会議に全学部の回答及び意見を確認し、解釈が異なる点
については調整を行い、よりよい改革案として取りまとめ、3～ 5月頃までに卒業要件単位にかかるシ
ミュレーションを行うこととなった。
　3月 26 日の第 13 回教育センター会議では、共通教育の改革案に対する各学部からの意見及び新しい
鹿児島大学の教育と共通教育の枠組について説明を行った。そして、この議題については、一旦今回の
本会議で審議を終了し、これまでの各学部からの意見を参考とし、共通教育等改革検討委員会で再度練
り直すこととなった。
　このように各学部と教育センターの意見交換の結果、平成 24 年度に共通教育等改革検討委員会で再
検討された内容は、図１に示す鹿児島大学教育課程のグランド・デザインである。すなわち、共通教育
課程においては、人間力（実践・判断・精神力、身体力、コミュニケーション力と知力）養成プログラ
ムと専門基礎力養成プログラムにより学修し、さらに所属学部の専門教育課程において専門能力を修得
することにより、卒業時には学士力を身に付けているというものである。この教育改革は平成 25 年度
入学生から実施されることとなった。

２．諸規則等の改正について
　平成 23 年度には、大学院全学横断的教育プログラムを大学院共通科目・特別コースとして教育セン
ターで運営することとなり、教育センター規則及び教育センター会議規則を改正した。また、共同獣医
学部開設にかかる規則の改正、鹿児島大学教育センターと屋久島環境文化財団との間の教育協定の締結
などの進展があった。

３．今後の展望
　平成 23 年度の各学部と教育センターの検討内容を基礎とし
て、平成 24 年度に共通教育課程の教育改革案が確定すること
となった。共通教育課程の新しいカリキュラムは、平成 25 年
度入学生からの実施に漕ぎ着けることができたが、人間力養成
プログラムの成否は、これからの取組に懸っている。
　今後は、新しい共通教育課程の運営・実施に向けて組織改編
を進めるとともに、より良い教育成果が得られるように、高等
教育研究開発部教員を中心として、教育の点検・評価・改善へ
の取組を進めなければならない。とくに学習成果の点検・評価
の前に、学習・教育目標と各科目のシラバス・実施内容との整合性の点検、学習・教育目標を担うべき
新しい教育科目群の開発、共通教育科目の分担の問題などに取り組まなければならない。
  平成 24 年 6 月にまとめられたグローバル人材育成推進会議の報告「グローバル人材育成戦略」では、
育成・活用していくべき「グローバル人材」の概念として、①語学力・コミュニケーション能力、②主
体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感、③異文化に対する理解と日本人と
してのアイデンティティーの３要素を挙げている。さらに、これからの社会の中核を支える人材に共通
して求められる資質として、幅広い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークと ( 異質な
者の集団をまとめる ) リーダーシップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー等が挙げられている。
　このような人材養成のためにも、今回の共通教育改革は重要な役割を担わなければならないことは必
至である。この共通教育改革が、５年後、１０年後に鹿児島大学から信頼できる人材を社会に送りだせ
ることに繋がるよう、心から願っている。

鹿児島大学教育センター長
門　　　久　義
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図１　鹿児島大学教育課程の
　　　グランド・デザイン　
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１. はじめに
　高等教育研究開発部では、平成23年度の主な活動項目を以下のように設定し、活動を行った。

１．共通教育における授業アンケートの改訂
　　・「授業改善に資するアンケート（期末）」（案）の検討
　　・中間授業アンケート及び授業改善報告書の改訂
２．授業アンケートの実施と結果の開示
３．授業アンケートにおけるmoodleの活用率向上のための検討
４．授業アンケート・授業改善報告書の結果を基にした教育の成果・効果の検証と教育改善の推進
５．共通教育の授業公開・授業参観の企画・実施
６．教育センターオープンクラスの企画・実施
７．大学地域コンソーシアム鹿児島と連携したFD活動への参加

　本活動項目を基本に、具体的な活動内容や計画を以下に示す３グル－プで詳細に討議し、その案を高
等教育研究開発部で審議・了承することにした。
【Ａグループ・・・・植村、鳥飼、小山、伊藤】
　１）教育センターオープンクラスの企画・実施
　２）共通教育の授業公開・授業参観の企画・実施
【Ｂグループ・・・吉川、小柳、川畑、伊藤、西】
　１）授業アンケート等の改定
　２）中間及び期末授業アンケートの企画・実施
　３）授業アンケートにおけるmoodleの活用率向上のための検討
　４）授業アンケート・授業改善報告書の結果を基にした教育の成果・効果の検証と教育改善の推進
【Ｃグループ・・・伊藤、西、内尾、白石】
　１）共通教育における学習実態・学習成果調査に基づく教育改善の取組み
　２）広報（教育センター広報委員、webコンテンツ作成等）

２. 活動内容
　以下に、平成23年度の活動内容に関して説明を行う。

２. １　中間授業アンケート
　学生への中間授業アンケートは、前期は５月19日、後期は11月11日から約１カ月間、授業担当者に依
頼して実施した。中間授業アンケートは、その結果を開講中の講義改善に役立てることを考慮に入れて
（授業期間の途中に）行われているものである。
　教育センターでは、中間授業アンケートの実施にはＭoodleを活用することを推奨している。全科目
数から考えると、紙媒体を使用している授業担当者が約８割であるが、集計結果を迅速に授業改善に生
かすためには、Ｍoodleの積極的な利用を図るよう部会としても方策を検討する必要があると思われる。
また、期末授業アンケート（授業改善に資するアンケート）改定に対応させるため、中間授業アンケー
トにおいても検討を重ね、前期から質問項目や様式を変更した。

平成２3年度　高等教育研究開発部活動報告
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２. ２　授業公開・授業参観　
　学内教員に対する共通教育科目の授業公開・授業参観を、前期は６月20日（月）～７月１日（金）に、
後期は10月31日（月）～ 11月30日（水）に実施した。
　前期は、参加者がのべ16名で、参観の行われた科目数は、教養科目３科目（うち推奨科目１科目）、
外国語科目１科目（うち推奨科目１科目）、基礎教育科目７科目（うち推奨科目３科目）、開放科目２科
目（担当教員の了承の下）の計14科目であった。
　後期は、参加者がのべ11名で、参観の行われた科目数は、教養科目１科目（うち推奨科目１科目）、
外国語科目２科目（うち推奨科目１科目）、基礎教育科目６科目（うち推奨科目３科目）の計９科目であっ
た。11名のうち６名は新任教員FD研修会の一環である授業参観への参加者であり、それ以外の共通教
育科目の授業参観者は前期と比べ11名減となった。前年度当該期に実施した学生の授業アンケート結果
を基に推奨科目を提示しているが、参観された授業の約半数は推奨科目であった。今後、授業公開・授
業参観をより効果的なものとするには、研究授業型の公開・参観に改善することも検討すべきと思われる。

２. ３　オープンクラスの概要と実施状況
　平成23年10月17日（月）から10月22日（土）の期間に行われたオープンクラスは高校生以上の一般市
民を対象として、共通教育の授業を学外に広く公開し、本学の教育活動全体を市民・保護者・生徒の視
点から点検してもらうことによって教育改善を図ることを目的に実施している。
　平成23年度は、施設見学先に水産学部練習船南星丸を新たに加え、そしてより多くの市民が参加でき
るよう土曜日に郡元キャンパスの施設見学（総合研究博物館、キャンパス史跡めぐり、北辰蔵）および
学生・教職員との交流会を企画した。その結果、48名の参加者（内15名は高校生）があり、さまざまなア
ドバイスやコメントが参加者からよせられた。また22日（土）の施設見学・交流会には、９名の学生ボランティ
アの協力を得て、参加者との交流が円滑に進んだので、次年度も学生ボランティアの協力が必要と思われる。

２. ４　授業改善に資するアンケート（期末授業アンケート）
・平成22年度からの引き継ぎ事項として、従来の期末授業評価アンケートの改定に向けて部会で検討し
た結果、教員の授業改善により資するため、質問項目および様式等を改定した「授業改善に資するアン
ケート」を後期から実施した。
　アンケ－トに関しては、平成23年度に開講された共通教育科目のうち、前期460、後期372の授業で受
講生の回答が得られた。授業に関する平均評価値は3.34で、多くの授業で学生の評価が高く、教員の授
業改善が進んでいることが分る。一方、特に１コマあたりの予習・復習時間については、自己評価がよ
り高くなるような指導が必要と思われる。
　「授業改善に資するアンケート」実施に併せ、「授業改善報告書」についても、教員自身が授業改善の
方策を検討できるよう内容を改定し「授業改善メモ」とした。そして、授業アンケート（中間・期末）
の実施および授業改善メモの集約・事例公開といった取組みに基づくPDCAの実践に向けては、平成24
年度への引き継ぎ事項とした。

３.　今後の展望
　期末授業アンケ－トをみると、授業改善等の教員側の努力（FD）が着実に実を結びつつあることが
分かるが、授業公開・授業参観に関しては、例えば新任教員向けの研究授業を含めたより効果的なFD
活動に変更する必要があると思われる。一方、学生自身に関しては、学習の質を保証するのに必要な予
習復習時間の確保（自学自習の実施）で、従来どおりの評価値が低い傾向が続いている。これは、FD
委員会が平成23年度に４期在学生（２年後期）に行った学生実態調査とも一致している。これまでの学
習指導を通して学生の授業への出席状況は近年大幅に改善しているので、今後は、学生自身の自学自習
能力を底上げする具体案の検討が必要と考えられる。
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１.平成２３年度の活動内容
⑴　履修関係
　　　科目等履修生の履修
　　　特別聴講学生の履修
　　　県内大学等間（単位互換）履修生の履修
　　　短期海外研修プログラム実施計画
⑵　単位認定関係
　　　既修得単位認定
　　　外国語科目における技能審査合格者等の単位認定
⑶　成績取扱関係
　　　異議申立ての取扱
　　　教育センター長賞表彰候補者の選出
　　　ＧＰＡ制度による学生に対する助言・指導
⑷　非常勤講師等関係
　　　非常勤講師雇用計画
　　　ゲスト講師雇用計画
　　　指導助言者雇用計画
⑸　ＦＤ関係
　　　授業公開・授業参観
　　　公開授業（市民向け）
⑹　規則関係
　　〈改正〉
　　　「鹿児島大学教育センター規則」
　　　「鹿児島大学教育センター会議規則」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等履修規則」
　　　「共通教育短期海外研修プログラム実施ガイドライン」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験実施要領」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験監督要領」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験における補助監督者の調整要領」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験における不正行為の適用基準」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等試験における不正行為者への対応要領」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等既修得単位認定規則」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等における学生の成績等開示請求及び異議申立てに関する要項」
　　　「鹿児島大学教育センター英語アチーブメントテスト表彰制度に関する要項」
　　　「鹿児島大学教育センター長賞表彰に関する要項」
　　　「鹿児島大学共通教育科目等の成績不振者に対する助言・指導に関する要項」
　　　「鹿児島大学教育センター非常勤講師選考要領」
　上記の事項の大半は、教育センター会議に上程し、議決されたものである。
２．本年度の特記事項
⑴�　教育センターに新たに「大学院共通科目・特別コース推進部」および「学芸員資格科目委員会」を
設置し、大学院共通科目、学芸員科目に関わる業務を行うことになった。

平成２３年度　共通教育企画実施部活動報告
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⑵�　共同獣医学部開設に伴い、規則等の改正を行った。
⑶�　「鹿児島大学教育センターと屋久島環境文化財団の間の教育協定書」を平成24年３月23日に締結し、
早速屋久島における授業を開始した。

⑷�　鹿児島大学における放送大学教育協力型単位互換実施に関わる教員配置について、今後は教育セン
ター教員１名、学部ローテーションによる教員１名の計２名とすることになった。

３．来年度の課題
　新しい理念の基に共通教育のカリキュラム改革、教育センター組織改革等が確実に進められており、
これに伴って、共通教育企画実施部のあるべき姿の確定が緊要の課題である。

教養科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
　「非常勤講師雇用計画の一部変更」等、共通教育企画実施部会に上程された事項の他、以下の活動を行っ
た。
⑴　非常勤講師の雇用計画
　　前年度までの基本方針の確認と見直しを行った。
　　・原則として鹿児島大学を退職した教員を非常勤講師として、15コマ、そのまま継続して開講する

ことは認められない。
　　・変更手続きは、原則として２か月前までとする。
　　・県外からの非常勤旅費は認めない。
⑵　経常費の使用計画と執行
　　今年度より、申請の参考として、前年度の申請内容・採択状況についての情報を提供した。また、
十全な予算執行のため、追加募集を行った。

２．来年度の課題
⑴　共通教育の改革に伴って教養科目を整理すること、また開講科目の継続性を保つために責任体制を
明確にした募集を行うこと。

⑵　各種単位互換制度への科目（放送大学提供科目、KRICE、コーディネイト科目等）については同
時に募集を行うこと。

情報科学科目専門委員会
１．平成23年度の主な活動内容
⑴　教育経費のあり方についての検討（継続）
　�　授業経費と経常費の配分の妥当性について検討した。情報活用基礎は学部ごとに教育内容が異なる
部分があり，少額でも各学部の担当教員が裁量できる授業経費の必要性が大きいため，教育経費の配
分比率の変更案について検討した。

⑵　情報セキュリティ教育の強化
　�　全学的なセキュリティ教育重視の方針を受け，本年度は各部局でセキュリティ教育についてシラバ
スへの記載を強化することを決めた。

⑶　ＴＡによる教育効果報告書の作成（継続）
⑷　Ｍｏｏｄｌｅの利用促進
　�　携帯版Moodleの利用環境が整ったので，利用促進のため一部の学部で携帯版の登録指導などを授
業に取り入れた。
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２．来年度の課題
⑴　情報セキュリティ教育の強化
　�　学術情報基盤センターが視聴制限付きで公開している情報セキュリティ教育ビデオコンテンツの利
用拡大を働き掛ける。また各学部の情報活用基礎へのシラバス記載を確認する。

⑵　教育経費のあり方についての検討（継続）
　�　授業経費と経常費の配分の見直しについて予算小委員会へ引き続き提案していく。
⑶　Ｍｏｏｄｌｅの利用拡大
　�　一部の情報活用基礎の授業コースで，ゲストログインによるオンライン授業参観を試験的に実施す
る。

⑷　「情報活用基礎」におけるＴＡ業務の確実な実施（継続）

外国語科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　外国語技能審査合格者等の単位認定
⑵　経常費の使用計画立案と執行
⑶　開設授業科目の見直し
　�　「英語総合基礎（コア再）」及び「基本英文法」を24年度入学生から廃止し、習熟度の低い学生に対
し、コアクラスに習熟度レベル基礎ｈ３を設けることとした。

⑷　非常勤講師の雇用
　�　中国語担当教員の深刻な不足が生じたため、ネイティブの非常勤講師をあらたに確保した。
⑸　ＴＡの雇用とＴＡによる教育効果報告書の作成
⑹　共同獣医学部の外国語カリキュラムの確認と調整
２．来年度の主な課題
⑴　教員の英語コマ分担の在り方についての検討
⑵　Ｇ－Ｔｅｌｐ実施のための財源確保
⑶　仏語等担当教員の確保
⑷　「学士力」育成に必要な外国語関係図書（学術情報）の収集
⑸　教育センターとの連携による図書館機能を使った授業支援について

体育・健康科目専門委員会
１．授業および授業関連施設設備について
　⑴　サッカーのゴールポストは、近年のサッカーブームにより、授業は勿論のこと課外活動等での使
用頻度が高く、老朽化が進み危険となったため、新しく一対のゴールポストを購入し、グランドに
配置した。

　⑵　実習用の機器の調整、点検を行った。トレーニング室のトレーニングマシンの点検と調整、測定
室のモナーク社自転車エルゴメータの調整、ベルト交換を行った。

　⑶　バスケットボールのルール改正によるゴールラインのひき直しをする必要があり、そのための予
算の要求を行った。しかし、認められなかったため次年度も引き続き要求することとした。

　⑷　近年、熱中症が多発しており授業中の予防対策として、第二体育館に大型のジムファン２台を購
入し、授業中の熱中症予防対策を講じた。使用中は効果が認められ、学生からの評価も良かった。

　⑸　実習ノートの内容の見直しについて検討した。その結果、実習Ⅱについてもレポートの提出を義
務づける方向でレポートの形式について案を作り、次年度の印刷にむけて準備を進めた。
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２．第20回 九州地区大学一般教育研究協議会（H23.9.9 ～ 10）について
　佐賀大学で開催された「第20回九州地区大学一般教育研究協議会」の系列部会（健康教育部会）にお
いて、「鹿児島大学の体育・健康科目の現状について」というテーマで発表した。
　⑴　体育・健康科目の現状について述べた。鹿児島大学では体育・健康科目を必修として課している
こと、理論は単位数が２単位（A）と１単位（B）を開講し、全学部必修であるが、学部によって
単位数は異なること、実習はⅠとⅡを開講し、Ⅰは全学必修でⅡは選択であることを述べた。また、
体育・健康科目の実施状況について、学内の専任教員と外部の非常勤講師により実施しているが、
専任教員の退職後の後任を補充されないために非常勤依存率が高くなっていることなどを報告した。

　⑵　体育・健康科目の課題について述べた。生活の基盤である体力・健康について学生が認識し、生
涯にわたって健康問題に関心を持ち、豊かな人生を送るための知識と実践力を学ぶのは、唯一、体
育・健康科目であると言える。にもかかわらず近年担当教員の未補充による専任教員不足は重大な
問題であることを述べた。また、教養部改変後の保健体育部門の管理運営の部署が明確でなく、こ
のままでは授業の「質」の保証が難しく、大学体育の衰退に繋がってしまうことを強調して提言した。

　他大学からも大学体育の現状について発表があり、様々な観点から議論が交わされた。大学体育は、
学生からの要望も多く、また学生の体力、健康の維持増進に不可欠である。そのために大学体育の質を
どのように保証していくのかが今後の重要な課題となることが確認された。今後の大学体育を考える重
要な機会となった。

日本語・日本事情科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　日本語・日本事情科目の充実
　　本年度もプレースメントテスト実施によるクラス分けや、「日本語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」における複数
クラスの設置を実施した。また、特に日本語科目において、口頭発表技能を伸ばす授業を展開した。
さらに、教育センターの「授業改善に資するアンケート」の他に独自の「授業評価アンケート」を実
施した。

⑵　新入生（外国人留学生）の履修申請におけるサポート
　　４月の新入生履修申請の際に、留学生の履修コーナーを設け、日本語・日本事情担当教員と留学生
の上級生を配置し、履修申請のサポートを行った。

⑶　進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革への対応
　　共通教育改革としてカリキュラムの見直しが検討されているが、改革が実施された場合の外国人留
学生の日本語・日本事情科目の履修について、問題点や影響の検討を行った。主な検討事項は、①「卒
業要件単位数」（付表）の日本語・日本事情科目のカテゴリーについて、②日本語・日本事情科目の
履修可能コマ数の確認、③日本事情科目の読み替えの問題などである。

２．来年度の課題
⑴　日本語・日本事情科目の充実
　　教育センターの「授業改善に資するアンケート」の他に独自に実施している「授業評価アンケート」
の内容について検討し、改善を行う。さらに、留学生の日本語能力の分析や「授業評価アンケート」
の分析を通して、授業内容・シラバス等の検討やレベル別開講クラス等の整備を検討する。

⑵　進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改革への対応
　　留学生の日本語・日本事情の履修について、「卒業要件単位数」（付表）の日本語・日本事情科目の
カテゴリーや日本語・日本事情科目の履修可能なコマ数、さらに日本事情科目の読み替えなどについ
て、引き続き検討を行う。
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基礎教育科目専門委員会
１．本年度の主な活動内容
⑴　実験科目における実験項目の検討
　　地学実験では「気象に関する項目」、物理学実験では「放射線に関する項目」、化学実験では「反応
速度の測定に関する項目」を新規に追加することとなった。

⑵　非常勤講師削減の検討
　　クラスの合併や再編成により削減する方法を検討した。
⑶　予算編成や予算額の変更への対応
　　特に、大きな経常費を必要とする実験科目における予算獲得および配分方法について検討した。
２．来年度への課題
⑴　カリキュラムのコマ配置や編成の検討
　　24年度には共通教育改革案が決定されることから、基礎教育科目の配置やカリキュラムについて調
査検討をおこなう。

学芸員資格科目委員会
　平成21年４月に「博物館法施行規則の一部を改正する省令（平成21年文部科学省令第22号）」（以下「改
正博物館法」という）が公布され，平成24年４月１日から施行されることに伴い，学芸員資格取得に係
る科目及び単位数等が変更された。具体的には，①博物館に関する科目及び単位数については，それま
で実習を含み８科目12単位だったものが，必修科目として「博物館概論」「博物館経営論」など，実習
を含み９科目19単位を取得しなければ，資格取得ができなくなった。
　本学では，これまで課程認定を受けていた学部が独自に学芸員資格に係る科目を開設していた（一部，
共同で開設された科目もある）が，改正博物館法を受けて，必修科目がより専門的になり，単独での科
目開設が難しくなったため，学部間で共通に開設できるよう，全学教務委員会のもとに平成17年度から
設置されていた「学芸員資格取得に関するカリキュラム検討ワーキンググループ」（以下「検討WG」
という）で準備を進めてきた。
　検討WGでは，①全必修科目のシラバス作り，②主としてオムニバスとなる授業の実施，③非常勤講
師の依頼，④非常勤講師も含めた授業実施に係る経費，⑤旧課程の学生に対する経過措置，⑥教育セン
ターでの共通開設，⑦科目開設の時期といった課題について検討を重ねてきた。
　このうち，⑥については，教育センターに学芸員資格取得科目群の枠を設置することで，科目の共通
開設及び各学部での単位認定を行えるように，学芸員資格科目委員会を教育センターの中に位置づける
こととした（教育センター会議規則第９条第１項第７号、平成23年12月15日改正）。このように，委員
会に格上げすることで，必修科目の共通開設をスムーズに行うことができ，また，非常勤講師の依頼も
委員会で一本化することが可能となった。
　博物館実習においても，これまで，それぞれ学部独自に実習先をあたったり，あるいは場合によって
は，学部間で実習先の情報のやりとりをしたりしていたが，今後は，委員会で情報の共有を図ることが
可能になろう。
　教育センターの委員会として動き始めるにあたって，新たな懸案事項も出てくる可能性もあるが，希
望する学生の学芸員資格取得がスムーズに行えるよう，委員会を運営していきたい。
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　平成 23 年度の取り組み事項は、例年のことながら、外国語科目専門員会との機能的連携のもとで取
り扱われてきた。大きくみるならば３点あった。直近の初習語担当専任教員の退職予定に伴う当該授業
担当体制の検討準備、英語再履修科目の存続の是非、そして、平成 24 年度の共同獣医学部開設に伴う
共通教育外国語科目の確認と準備である。以下、課題取り組みについて、概観する。

Ａ．全般の総合的な視点から
１．本学の外国語教育理念についての検討
　国際通用性、国際的視野の育成、コミュニケーション能力の向上の必要性等、種々議論がおこなわれ
たが、今後さらに議論を深めていく必要がある。

２．外国語関連部会、委員会のあり方の検討
　外国語教育推進部会と外国語科目専門委員会の機能重複等の指摘がなされたが、具体的にどのように
していくかは今後の検討課題となっている。

３．教員確保の問題についての検討
　初習語、既習語双方の教育体制に関わるが、退職教員のあとの補充の必要性について討議が行われ、
具体的には今後さらに検討の必要がある。

Ｂ．既習語関連
１．「英語総合基礎（コア再）Ｕ，Ｃ，Ｏ，Ｒ」の4種の科目廃止に向けての準備と対策
　英語総合基礎（コア再）は平成 24 年度入学生から廃止し、代わりに、学力向上に比較的多くの努力
を要する学生向けに、正規のクラスとして基礎クラス h３（学部によっては初級クラスの中の他の h
クラスがそれに相当）を設けることとした。ただし、平成 23 年度における１，２，３年生対象の英語コ
ア再履修クラスは、平成 24 年度以降も残し、年次段階的に対象者が漸減し、平成 27 年度以降、対象者
がなくなるようにする。実質的に、英語コア再履修クラスは、平成 26 年度までとし、平成 27 年度以降
は開講しないこととした（表 1参照）。
　　　表１

２．英語オープンの受講生数の調整について
　２年生対象に３期に開講されている英語オープン（5学部 20 クラス）について、その教育・学習効
果を高めるため、クラスによる受講者数に極端な差が生じないようバランスをとるため、受講者の上限
数を定めて、必要に応じて抽選を行うなど、教務上の調整を行うこととした。

３．山口大学との共同獣医学部の英語カリキュラムについて
　平成 24 年度より実施する共同獣医学部の英語Ⅰの授業内容、評価方法等について山口大学との間で
確認ができた。一方、平成 25 年度から実施される英語Ⅱについては、明確になっていない部分が残っ
ているため、今後詰めていく。

平成２3年度　外国語教育推進部活動報告

平成24－26年度における英語コア再の開講コマ

前期　 コアＵ再、コアＣ再、コアＯ再、コアＲ再

後期　 コアＵ再、コアＣ再、コアＯ再、コアＲ再
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４．英語による授業の拡充策について
　この件については平成 23 年度後期に、大学院課程の問題であることが判明するにいたったが、共通
教育においても外国人担当の授業を増やし、学生がネイティブ・スピーカの英語に触れるチャンスを多
少増やした。

５．海外における学習・就業体験を目的とした多様な実践的教育プログラムの策定
　平成 23 年度は検討する余裕がなかったが、長期的視野に立って、今後検討を行う。

６．大学院共通教育科目の充実に向けて
　この件については、専門の検討部会等の新規の組織形成等を含めて、平成 22 年度前期末より教育改
革室大学院共通科目等検討 PT委員会にて検討されていることが、平成 23 年度後期に判明した。

７．共通教育英語受講者によるG-TELP（ジーテルプ）受験料負担の減免について
　G-TELP 受験が実質的に共通教育英語の評価の一部となっていることなどから、その受験料を大学側
が何らかの形で負担できないかどうかについて検討された。最終的な方向性についての決定は次年度に
見送られた。

Ｃ．初習語関連
１．「独語コアⅠ（再）」の復活について
　平成 22 年度に「独語コアⅠ（再）」を廃止したばかりであるため、しばらく様子をみることとした。
今後、必要があれば検討する。

２．共同獣医学部の初習語カリキュラムについて
　鹿児島大学共同獣医学部の学生の希望者があれば、従来の理系向けの枠を利用して、選択外国語の独
語を卒業要件外の単位として履修できるようにした。

Ｄ．既習語・初習語共通
１．学士力育成に必要な領域別図書（学術情報）の収集と利用促進について（外国語科目、外国語学、
外国語教育分野）
　図書館の図書検索システムOPACを利用して、必須の図書で欠けているものを調べ、経常費で購入
し、配架した。また、教育センターから図書館への推薦図書の一部に、初習語、既習語関連の学習・教
育用新刊図書を数冊、加えた。

２．教育センターとの連携による図書館機能を使った授業支援について
　この件については、外国語として組織的には行われなかった。

　次の平成 24 年度に向けては、引き続き外国語科目専門委員会との機能的連携を図りつつ、初習語
担当教員の確保について具体的な検討を行う必要がある。ならびに共通教育英語の学習評価に係わる
G-TELP 実施のための財源確保の問題に具体的な道筋をつけることが期待されている。共同獣医学部の
外国語教育についても、山口大学との連絡・連携を密にしながら、第一期生対象の英語Ⅰの具体的な実
施、２年次生対象となる英語Ⅱの具体的準備に着手しなければならない。
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　近年の学問の学際化・融合化により、幅広い分野の知識と柔軟な施行能力をもつ人材がもとめられ、
これらの社会の要請に応えるために、大学院の教育目標に沿い、大学院を横断して体系的に履修するプ
ログラムが創設された。このプログラムの目標は総合的な理解力や専門分野で得た知識を活かす能力を
養うことである。
　平成23年度までに全学横断的教育プログラム（大学院特別教育コース：島嶼学・環境学・食と健康）
が開講され、大学院教務委員会の下に運営されていた。私は島嶼学教育コース運営委員長と環境学教育
コースと食と健康教育コースの運営委員をしていた。教育センターに平成23年度３月から大学院共通科
目・教育特別コース推進部が新設され、大学院特別教育コースは平成24年度から教育センターの下で運
営されることになり、私が大学院共通科目・教育特別コース推進部長を担当することになった。このよ
うな状況から、大学院特別教育コースの内容を紹介することで、平成23年度大学院共通科目・特別コー
ス推進部活動報告にかえる。以下に各教育コースの開講科目とその目的を示す。
　“島嶼学教育コース”は平成22年後期から開講されている。そのコア科目とオープン科目を表１に示す。
南西諸島からアジア・太平洋島島嶼域に展開する個々の島あるいは複数の島々が国家や地域を構成して
おり、大陸とは異質の自然・人間・文明上の特色を持つ空間を形成している。鹿児島大学は、本土最南
端に位置する総合大学として、伝統的に南方地域に深い学問的関心をもつ研究者が多数おり、南西諸島
からアジア・太平洋島嶼域を重視した様々な教育・研究を行ってきている。鹿児島大学は島嶼域の問題
について、大学の資源を集中し先進的かつ統合的な教育・研究を推進するとともに、各研究成果を地域
に還元している。島嶼学教育コースでは、島嶼に関する様々な分野の授業科目を履修することにより島
嶼地域の様々な要請に応え、国際島嶼社会でも活躍できる人材の育成を目指す。

表１　島嶼学教育コース開講科目

 
　“環境学教育コース”は平成23年前期から開講されている。そのコア科目とオープン科目を表２に示す。
今日において環境は、経済、科学技術、行政などあらゆる分野において欠くことのできないテーマであ
り、今後の発展のキーワードである。環境問題は地球規模の問題であると同時に、地域からの発想と提
案なしには解決はできない。鹿児島県は、世界遺産である屋久島やその候補地である奄美の島々をはじ
め、桜島に代表される火山、黒潮が洗う海など多様性に富んだ自然環境を有している。また、温泉資源
や水力など自然エネルギーにも恵まれている。鹿児島大学では、地球環境から自然保護にわたる広汎な
環境問題を体系化し、地域の視点から具体的な提言をめざすことを目的とした「鹿児島環境学」プロジェ

平成23年度　大学院共通科目・特別コース推進部活動報告

開講時間 前　　期 後　　期

コア科目
（必修）

島嶼学概論Ⅰ
（人文社会科学研究科）

島嶼学概論Ⅱ
（農学研究科）

オープン科目
（選択）

離島・遠隔保健学持論
（保健学研究科）

文化人類学持論
（人文社会科学研究科）

植物生態学特論
（理工学研究科）

島嶼・海浜生物教材研究
（教育学研究科）

東南アジア南太平洋漁業特論
（水産学研究科）

国際農業資源学特論
（農学研究科）

離島医療学
（医歯学総合研究科）

水圏生態学特論
（理工学研究科）

島嶼海洋生物学特論
（水産学研究科）
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クトを実施しているほか、基礎・応用の幅広い分野で環境問題に取り組んでいる。環境学教育コースで
は、鹿児島環境学を始めとして様々な分野の授業科目を履修することにより、環境問題の総合的な把握
を行い、また、屋久島や奄美の日常や地域の視点によって環境問題を捉えて、解決に向けた具体的な提
言を導く。これにより、産・学・官のそれぞれの立場において、我が国の環境問題をリードする人材の
育成を目指す。

表２　環境学教育コース開講科目

 

　“食と健康教育コース”は平成23年後期から開講されている。そのコア科目とオープン科目を表３に
示す。九州南端から薩南諸島まで、南北600kmにわたり亜熱帯から亜寒帯までの気候を有する鹿児島県
は、ここに広がる豊かな風土と自然を背景に、野菜や茶、果物をはじめとする農産物や畜産物、水産物
を産する西日本最大の食料基地として大きな役割を担ってきている。また、鹿児島は、黒酢、黒豚、芋
焼酎（粕）等、健康に貢献が期待される食品として特に注目される多くの特産品・伝統食を生産してい
る。現代では、食料流通のグローバル化がすすむにつれ、農業生産の環境への影響や食品の安全性といっ
た観点から、持続可能な農業や水産業への期待や消費者が安心して摂取できる農畜水産物への関心が高
まっている。このような現状と歴史を踏まえ、鹿児島大学では食と健康に関わる多くの研究が行われて
いる。食と健康教育コースでは、食の歴史や文化、食の生産・加工・保蔵、食の安全、食の安全保障、
食の健康機能、食と疾病などを履修の柱とする。科学的なアプローチから文化的アプローチまでを通じ
て食と健康に関して様々な観点から理解を深めるとともに、食を通して積極的に健康をつくる能力や、
食と健康に関する課題を発見、解決する能力の育成を目指す。

表３　食と健康教育コース開講科目
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平成２3年度教育センター委員会等名簿

氏　　名 職　名 所　　属　　等
教育センター会議 　門　　久義 教　授 センター長　　　　　　　〔理工学研究科（工学系）〕

　中島　あや子 教　授 副センター長、共通教育企画実施部長〔法文学部〕
　西　隆一郎 教　授 高等教育研究開発部長　　〔水産学部〕
　富岡　龍明 教　授 外国語教育推進部長　　　〔教育センター〕
　髙橋　玄一郎 教　授 共通教育企画実施部副部長〔教育センタ－〕
　トレマーコ　ジョン 准教授 共通教育企画実施部副部長〔教育センタ－〕
　金岡　正夫 准教授 教育センタ－
　ブレイジア　アン 准教授 教育センタ－
　伊藤　奈賀子 准教授 教育センタ－
　岡野　隆宏 特任准教授 教育センタ－　　　　　　　　　　　　　※オブザーバー
　村山　陽平 特任講師 教育センタ－　　　　　　　　　　　　　※オブザーバー
　阿部　美紀子 理　事 理事（教育・学生担当）　　　　　　　　　※オブザーバー
　奥　健一郎 教　授 稲盛アカデミー　　　　　　　　　　　　※オブザーバー
　松田　忠大 准教授 法文学部　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　安東　　清 准教授 教育学部　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　佐藤　正典 教　授 理工学研究科（理学系）　 〔共通教育企画実施部会〕
　内尾　康人 教　授 医学部　　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　植村　正憲 教　授 歯学部　　　　　　　　　〔高等教育研究開発部会〕
　川畑　秋馬 教　授 理工学研究科（工学系）　 〔高等教育研究開発部会〕
　北原　兼文 准教授 農学部　　　　　　　　　〔外国語教育推進部会〕
　西　隆一郎 教　授 水産学部　　　　　　　　〔共通教育企画実施部会〕
　上谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会委員長　　　　〔教育学部〕
　山中　有一 准教授 情報科学科目専門委員会委員長　　〔水産学部〕
　小山　憲明 教　授 外国語科目専門委員会委員長　　　〔法文学部〕
　徳田　修司 教　授 体育・健康科目専門委員会委員長　〔教育学部〕
　中島　祥子 准教授 日本語・日本事情科目専門委員会委員長〔教育学部〕
　藤井　伸平 教　授 基礎教育科目専門委員会委員長〔理工学研究科（理学系）〕
　有倉　巳幸 教　授 学芸員資格科目委員会委員長　　　〔教育学部〕

高等教育研究開発部 ◎西　隆一郎 教　授 水産学部
　伊藤　奈賀子 准教授 教育センター
　鳥飼　貴司 准教授 法文学部
　小柳　正司 教　授 教育学部
　小山　佳一 教　授 理工学研究科（理学系）
　内尾　康人 教　授 医学部
　植村　正憲 教　授 歯学部
　川畑　秋馬 教　授 理工学研究科（工学系）
　白石　光也 准教授 農学部
　吉川　　毅 准教授 水産学部

共通教育企画実施部 ◎中島　あや子 教　授 法文学部
○髙橋　玄一郎 教　授 教育センター
○トレマーコ　ジョン 准教授 教育センター
　松田　忠大 准教授 法文学部
　安東　　清 准教授 教育学部
　佐藤　正典 教　授 理工学研究科（理学系）
　岸田　昭世 教　授 医学部
　佐藤　友昭 教　授 歯学部
　板原　俊夫 教　授 理工学研究科（工学系）
　枚田　邦宏 准教授 農学部
　西　隆一郎 教　授 水産学部
　上谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会　　　　　　　〔教育学部〕
　山中　有一 准教授 情報科学科目専門委員会　　　　　〔水産学部〕
　小山　憲明 教　授 外国語科目専門委員会　　　　　　〔法文学部〕
　徳田　修司 教　授 体育・健康科目専門委員会　　　　〔教育学部〕
　中島　祥子 准教授 日本語・日本事情科目専門委員会　〔教育学部〕
　藤井　伸平 教　授 基礎教育科目専門委員会　　〔理工学研究科（理学系）〕
　竹内　宏 教　授 外国語部会部会長（初修語）　　　 〔教育学部〕
　ブレイジア　アン 准教授 外国語部会部会長（既修語）　　　 〔教育センター〕
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教養科目専門委員会 　大田　由紀夫 准教授 法文学部
　竹岡　健一 教　授 法文学部
　富原　一哉 教　授 法文学部
　道下　洋二 准教授 教育学部
●上谷　順三郎 教　授 教育学部
　寺床　勝也 准教授 教育学部
　冨山　清升 准教授 理工学研究科（理学系）
　内尾　康人 教　授 医学部
　田松　裕一 准教授 歯学部
　近藤　英二 教　授 理工学研究科（工学系）
　三好　宣彰 教　授 農学部
　石川　学 准教授 水産学部
　奥　健一郎 教　授 稲盛アカデミー

情報科学科目専門委員会 　宮廻　甫允 教　授 法文学部
　園屋　高志 教　授 教育学部
　新森　修一 教　授 理工学研究科（理学系）
　福留　清博 准教授 医学部
　藤井　孝一 准教授 歯学部
　奥田　哲治 准教授 理工学研究科（工学系）
　地頭薗　隆 准教授 農学部
●山中　有一 准教授 水産学部
　下園　幸一 准教授 学術情報基盤センター

外国語科目専門委員会 　コーダ　スティーブン 准教授 法文学部
●小山　憲明 教　授 法文学部
　樋口　晶彦 教　授 教育学部
　竹内　宏 教　授 外国語部会部会長（初修語）［教育学部］
　和田　桂一 教　授 理工学研究科（理学系）
　内尾　ホープ 講　師 医学部

外国語教育推進部 ◎富岡　龍明 教　授 教育センター
　髙橋　玄一郎 教　授 教育センター
　トレマーコ　ジョン 准教授 教育センター
　金岡　正夫 准教授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 外国語部会部会長（既修語）［教育センター］
　大和　高行 准教授 法文学部
　竹内　宏 教　授 外国語部会部会長（初修語）［教育学部］
　千原　浩之 教　授 理工学研究科（理学系）
　郡山　千早 准教授 医学部
　塚田　澄代 准教授 歯学部
　吉田　秀樹 教　授 理工学研究科（工学系）
　北原　兼文 准教授 農学部
　板倉　隆夫 教　授 水産学部
　小山　憲明 教　授 外国語科目専門委員会委員長［法文学部］
　村山　陽平 特任講師 教育センタ－　　　　　　　　　　　　　※オブザーバー

大学院共通科目・特別
コース推進部

◎野田　伸一 教　授 国際島嶼教育研究センター
　市川　英孝 准教授 人文社会科学研究科
　徳田　修司 教　授 教育学研究科
　波多野　浩道 教　授 保健学研究科
　井手　英夫 准教授 理工学研究科（工学系）
　橋本　文雄 准教授 農学研究科
　上西　由翁 教　授 水産学研究科
　嶽﨑　俊郎 教　授 医歯学総合研究科
　齋藤　義人 教　授 司法政策研究科
　中原　睦美 教　授 臨床心理学研究科
　杉元　康志 教　授 連合農学研究科
　野呂　忠秀 教　授 島嶼学教育コース運営委員会委員長［水産学研究科］
　萩野　誠 教　授 環境学教育コース運営委員会委員長［人文社会科学研究科］
　岩元　泉 教　授 食と健康教育コース運営委員会委員長［農学研究科］
　坂本　育生 教　授 外国語コミュニケーション教育コース運営委員会委員長［教育学研究科］
　中島　あや子 教　授 共通教育企画実施部長
　上谷　順三郎 教　授 教養科目専門委員会委員長

氏　　名 職　名 所　　属　　等
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氏　　名 職　名 所　　属　　等
　塚田　澄代 准教授 歯学部
　吉田　秀樹 教　授 理工学研究科（工学系）
　坂井　教郎 准教授 農学部
　板倉　隆夫 教　授 水産学部
　富岡　龍明 教　授 教育センター
　高橋　玄一郎 教　授 教育センター
　ブレイジア　アン 准教授 外国語部会部会長（既修語）［教育センター］

体育・健康科目専門
委員会

　橋本　直樹 教　授 法文学部
●徳田　修司 教　授 教育学部
　長岡　良治 教　授 教育学部
　福満　博隆 准教授 教育学部
　藤田　　勉 講　師 教育学部
　森口　哲史 講　師 教育学部
　笠井　聖仙 准教授 理工学研究科（理学系）
　下敷領　須美子 准教授 医学部
　松山　孝司 准教授 歯学部
　渕田　孝康 准教授 理工学研究科（工学系）
　川口　博明 准教授 農学部
　藤枝　　繁 准教授 水産学部

日本語・日本事情科目
専門委員会

　丹羽　謙治 教　授 法文学部
●中島　祥子 准教授 教育学部
　神崎　　亮 准教授 理工学研究科（理学系）
　吉家　清貴 准教授 医学部
　梶原　和美 准教授 歯学部
　山本　吉朗 准教授 理工学研究科（工学系）
　瀬戸口　明日香 講　師 農学部
　バスケス　ミゲル 准教授 水産学部
　和田　礼子 准教授 留学生センター

基礎教育科目専門委員会 　川西　基博 准教授 教育学部
●藤井　伸平 教　授 理工学研究科（理学系）
　種市　信裕 教　授 理工学研究科（理学系）
　古川　一男 准教授 理工学研究科（理学系）
　小林　励司 准教授 理工学研究科（理学系）
　笠井　聖仙 准教授 理工学研究科（理学系）
　横川　由起子 講　師 理工学研究科（理学系）
　西田　詩 助　教 理工学研究科（理学系）
　田川　まさみ 教　授 医学部
　山口　泰平 准教授 歯学部
　塩屋　晋一 教　授 理工学研究科（工学系）
　花城　勲 准教授 農学部
　江幡　恵吾 准教授 水産学部

学芸員資格科目委員会 　中島　あや子 教　授 法文学部
　本田　道輝 教　授 法文学部
●有倉　巳幸 教　授 教育学部
　日隈　正守 教　授 教育学部
　井村　隆介 准教授 理工学研究科（理学系）
　井倉　洋二 准教授 農学部
　佐久間　美明 教　授 水産学部
　本村　浩之 教　授 総合研究博物館

島嶼学教育コース運営
委員会

　桑原　季雄 教　授 人文社会科学研究科
　八田　明夫 教　授 教育学研究科
　波多野　浩道 教　授 保健学研究科
　小原　幸三 教　授 理工学研究科（工学系）
　坂井　教郎 准教授 農学研究科
●野呂　忠秀 教　授 水産学研究科
　嶽﨑　俊郎 教　授 医歯学総合研究科
　長嶋　俊介 教　授 国際島嶼教育研究センター

環境学教育コース運営
委員会

●萩野　誠 教　授 人文社会科学研究科
　福山　博文 准教授 人文社会科学研究科
　川西　基博 准教授 教育学研究科
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　波多野　浩道 教　授 保健学研究科
　二宮　秀與 教　授 理工学研究科（工学系）
　紙谷　喜則 准教授 農学研究科
　西　隆一郎 教　授 水産学研究科
　堀内　正久 准教授 医歯学総合研究科
　岡野　隆宏 特任准教授 教育センター

食と健康教育コース運営
委員会

　北﨑　浩嗣 教　授 人文社会科学研究科
　田島　真理子 教　授 教育学研究科
　下敷領　須美子 准教授 保健学研究科
　愛甲　正 教　授 理工学研究科（理学系）
●岩元　泉 教　授 農学研究科
　高峯　和則 准教授 農学研究科
　上西　由翁 教　授 水産学研究科
　堀内　正久 准教授 医歯学総合研究科

外国語コミュニケーショ
ン教育コース運営委員会

　コーダ　スティーブン 准教授 人文社会科学研究科
●坂本　育生 教　授 教育学研究科
　内尾　ホープ 講　師 保健学研究科
　末谷　大道 准教授 理工学研究科（理学系）
　山本　雅史 准教授 農学研究科
　板倉　隆夫 教　授 水産学研究科
　中村　典史 教　授 医歯学総合研究科
　富岡　龍明 教　授 教育センター
　髙橋　玄一郎 教　授 教育センター
　　◎印は部長
　　○印は副部長
　　●印は委員長

氏　　名 職　名 所　　属　　等
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門　　　久　義（教育センター長　理工学研究科教授）
　平成23年度は、共通教育の改革に大きく前進した年度でした。鹿児島大学憲章と中央教育審議会答申
における学士力を踏まえた共通教育の学習・教育目標の構築、共通教育科目群の枠組みの見直し、大学
院教務委員会の下で行われてきた全学横断的教育プログラムを教育センター大学院共通科目・特別コー
ス推進部へ移管など、教育における全学的な一貫性を進めることができました。
　学部の共通教育改革については、最終的には平成24年度に持ち越すこととなりましたが、教養部解体
後の共通教育課程において、新しい時代を見据えた教育改革がようやく本格稼働となる見通しとなって
きました。教育センター長２期４年の最終年度となる平成24年度に、完了したいと祈念しています。

中　島　あや子（教育センター副センター長兼共通教育企画実施部長　法文学部教授）
　この数年教育センターの運営に参画してまいりましたが、24年度はいよいよ教育センター全体の改革
の仕上げの年になります。新しい共通教育課程の実施、それに伴う教育センターの組織改革等、共通教
育のあるべき姿を確定するに到る時間との闘いということになりそうです。教育センター長を中心に、
教育センターの全スタッフの能力を結集し、教職協働の実をあげるべき時です。私も微力ながら教育セ
ンターの一員として、目標の具現化に尽力したいと思っております。

西　　　隆一郎（教育センター高等教育研究開発部長　水産学部教授）
　大学で教員になってから最初の２０年間は工学部で、その後の６年半程は水産学部で海岸環境や水産
海洋学に関する教育研究に携わってきました。そして、共通教育を担う教育センターの共通教育企画実
施部長を２年間、高等教育研究開発部長を現在兼務しています。また、地域防災教育研究センターで水
災害に関する兼務教員もしています。教育センターの教員としては、大学教員に求められる諸活動の中
で「教育」が優先事項であるという意識の下に、学生の能力や資質を最大限伸ばす教育を実行するため
の依頼を共通教育に関係する教職員の方々にしますが、ご理解・ご協力をいただければ幸いです。

富　岡　龍　明（教育センター外国語教育推進部長　教授）
　鹿児島大学に赴任して８年目を迎え、外国語教育推進部長の職は５期目に入りました。
　「学士力の養成」、「学力の見える化」などが時代のキーワードとなってきた中で、英語教育について
は平成２０年度以降、習熟度別クラス編成、共通アチーブメントテストの導入など、一連の改革を実施
して参りました。今後も英語をはじめ本学の外国語教育改革を進めていく必要がありますが、今後外国
語関連の教員の定年退職者が増えて、その後の補充等のマンパワー確保の問題が喫緊の課題として浮か
び上がってきていることもあり、今後の改革事業は厳しい舵取りが続くのではないかと思っています。
全学のご協力とご理解を得ながら今後も鋭意努力していきますので何卒よろしくお願いします。

野　田　伸　一（教育センター大学院共通科目・教育特別コース推進部長　国際島嶼教育研究センター教授）
　平成23年度３月から大学院共通科目・教育特別コース推進部長の職にあります。これまで、島嶼学教
育コースの委員長と環境学教育コースと食と健康教育コースの運営委員をしておりました。21年間、医
学部で寄生虫学の研究教育に携わり、平成10年から国際島嶼教育研究センター（前多島圏研究センター）
で、公衆衛生分野の教育研究をしております。共同利用施設に所属していることから、これまであまり
全学的な仕事に関わる機会がありませんでした。教育センターの活動に少しでも貢献できればと思いま
すので、どうぞよろしくお願いいたします。

教　員　紹　介
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髙　橋　玄一郎（教育センター外国語教育推進部　教授）
　共通教育改革の整えが徐々に進展するなか、平成24年度より山口大学と鹿児島大学による共同獣医学
部がスタートしました。また同年度、大学院において各研究科横断的に行われる共通科目の整えに教育
センターが着手し始めました。学士課程教育と大学院教育のさらなる充実に向けて、大学の立てた計画・
目標を主たる羅針盤としながら、時に立ちどまり振り返りつつも、各部署の一人ひとりがこれまで同様、
またそれ以上に、共通理解と協調に努めつつ折々の最善を尽くしていけるよう願う限りです。今後とも
教育センターを十全に役立てていけますよう皆様のお力添えのほど宜しくお願い申し上げます。

渋　井　　進（教育センター高等教育研究開発部　准教授）
　本年４月に着任いたしました新人の渋井です。とはいっても、平成19年度から２年間、総務部の評価
室に在籍していたことがあり、久しぶりに馴染みのある鹿児島大学に戻ってきたような、なつかしい気
持ちになっております。その一方で、部署としては評価室より教育の現場に近い仕事であり、同じ大学
でも仕事や立場の違いに新鮮さを感じながら日々過ごしております。これまで評価機構で大学評価や質
保証システムの構築を行ってきましたが、それらの知識を活かしながら、鹿児島大学の教育の改善や内
部質保証体制の充実へむけてお力になれればと考えております。

伊　藤　奈賀子（教育センター高等教育研究開発部　准教授）
　高等教育研究開発部の専任教員として、鹿児島大学における教育改善のために必要なことは何か、何
をすべきか、日々考えています。まだまだ実践できていることは多くありませんが、着実に成果を挙げ
ていきたいと思っています。研究としては、「高等教育における体系的なカリキュラムを通じての能力
育成のあり方」をテーマとしています。ある能力の伸長が１つの授業科目の内容と１対１で対応してい
るわけではありません。カリキュラム全体として能力育成を進めていくにはどうすれば良いか、それを
可能にするカリキュラムとはどのように編成されるべきかを研究しています。

岡　野　隆　宏（教育センター高等教育研究開発部　特任准教授）
　我が国には、四季折々に心がふるえる美しい自然の風景があります。それは原生的な自然だけでなく、
そこに暮らす人たちの永い営みによって作り上げられた風景もたくさんあります。
　私は環境省の自然保護官（レンジャー）として、熊本県の阿蘇、沖縄県の石垣島に赴任して、地域の
方々とともに自然環境の保全と地域づくりに取り組んできました。また、自然公園法の改正や世界自然
遺産の登録や管理も担当してきました。自然を守っていくためには、そこに生活を営む人が元気でなけ
ればいけません。そんな思いで「自然を活かした地域づくり」をテーマに勉強しています。
　講義では現場での行政経験を基に、生物多様性とは何か、どうやったら守れるのか、地域における自
然環境の保全と地域振興をどのように両立させるのかを一緒に考えていきたいと思っています。

トレマーコ　ジョン（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　イギリス出身。鹿児島大学において本年で７年目です。それ以前は関東で上智大学やICU等の様々な
学校や大学で５年程教授し、その後、２年間の広島の大学を経て、鹿児島大学に就任しました。専門は
応用言語学であり、私の研究の核となるものは「ラーニング・ストラテジー」と「医学英語（センシティ
ビティ・トレーニング）」です。その他「異文化理解（文化的センシティビティ）」を通じての英語教育
に焦点をあてています。趣味は、イギリスの国技であるサッカーをする事や、日本の武道をする事です。
一生懸命頑張る学生をサポートする存在であり続け、同時に鹿児島大学の英語教育向上に貢献できたら
と願っています。
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金　岡　正　夫（教育センター外国語教育推進部　准教授）

　現在、大学英語教育カリキュラムのあり方、とくに政策面とそれにもとづく新たな教授システムの在
り方（実践と評価）について、学内外の大学英語教員と協同研究を進めている（科研基盤Ｃ：平成22年
度～ 24年度）。カリキュラムそのものに対する勉強からはじめ、その理論構築と今後の流れについて歴
史的考察を終えたところである。「高等教育全体のカリキュラム改革と連携」しながら、それと同時に

「英語以外の学問領域（e.g.、社会学、倫理学、政治学、日本語教育）との学際的融合の可能性、たとえ
ば学習内容・テーマの共通性と系統性を模索」しながら、４技能個別型カリキュラムから統合型カリキュ
ラムにむけた衣替えの必要性を欧州言語政策同様、痛感している。

ブレイジア　アン（教育センター外国語教育推進部　准教授）
　My name is Anne Brasier, since coming to Kagoshima University in 2006 the English courses 
I teach have provided me with a diverse range of challenges. Over the past five years the center 
has been re-shaping its curriculum to better cater to the needs of students by streaming classes, 
introducing the G-telp proficiency test, and reducing class sizes. In addition, the center is expanding 
its use of e-learning, a field in which I have particular interest. For the past four years I have been 
the e-learning coordinator, pilot testing online courses by evaluating results and student response 
to online TESOL courses such as English Central and Voice Thread. I also administer Moodle, a 
role which involves making courses such as the G-telp practice test site, and assisting instructors 
to develop their own online materials. I find the enthusiastic response from students to e-learning 
highly motivating, and I hope to further my research about better
utilizing it in the language classroom in the coming years.

原　　　隆　幸（教育センター外国語教育推進部　特任准教授）
　平成24年９月に本学に着任しました。外国語教育推進部における様々な業務と、共通教育の英語科目
を担当します。
　担当科目は話す能力と読む能力を養うクラスですが、この点に主眼を置きつつ４技能を伸ばせる授業
をしていきたいと考えています。同時に、英語を教えることを通して、異文化コミュニケーション能力
も身につけられるような授業をしていきたいと思います。また、多言語多文化社会で生きていくことに
ついて考えられるようになってもらえればと思います。
　今後は教職員の皆様のご助言を仰ぎながら、専門である言語政策・言語教育政策の知見を生かしつつ、
鹿児島大学の英語教育向上に貢献していきたいと思います。
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十　田　正　文（教育センター事務室長　教務課長代理）
　教育センター事務室（教育センター総務係、教育推進係、共通教育係）及び事務室の属する教務課で
も在職年数も古い方になりました。周りの話を聞いて、「そうじゃなかったようだ」と思う年代になって、
もうずいぶん経ちました。そのように自問自答するのも、あと僅かです。

松　原　隆　夫（教育センター総務係長）
　皆様こんにちは。平成22年７月から当センター総務係長を務めております。
　当係は、当センターにかかる管理部門の業務（庶務・人事・会計・施設管理）に携わり、教職員や学
生、時には一般の方々に、ハード面・ソフト面共に「当たり前」の環境を「常に」提供する、という仕
事を行っております。昨年の年報でも書きましたが、その「当たり前」の環境の提供が、実はいかに難
しいことであるかが、ここへ来て２年を過ぎる現在でも、身に染みて考えさせられます。
　皆様のバックアップができますよう、係一同努めていきますので、よろしくお願いいたします。

濵　﨑　章　子（教育センター総務係員）
　平成23年４月に教育センター総務係へ配属されました。教育センターの先生方の服務管理や、非常勤
講師の先生方の委嘱などを担当しています。教育センター事務室は開放感のあるオフィスなので、周り
の方々にアドバイスいただいたり、学生さんの活力に刺激されたりしながら日々楽しく励んでいます。
ルーティンワークだけでなく、じっくり検討しながら進めなければならない業務もあり、まだまだ未熟
だなぁと思うことも多々ありますが、教育センターの発展につながるよう少しでもお手伝いできればと
思います。どうぞよろしくお願いいたします。

有　元　千　晶（教育センター総務係員）
　平成22年７月に教育センター総務係へ配属となり２年と少し、その間、教育センターの会計を担当し
てきました。初めての会計に最初はとまどいばかりでしたが、周りの方々のご協力あって、なんとか無
事、業務をこなすことができました。具体的な業務としては、共通教育棟や第二体育館の備品が壊れた
ときの業者さんへ修理依頼、消耗品が足りなくなったときの発注と予算管理、学外の方への施設貸出等
です。学生の皆さんとはなかなか関わりをもつ機会は持てないのですが、これからもより快適に学習で
きる環境を目指して頑張りたいと思います。

竹之内　則　好（学生部教務課臨時用務員）
　私は第二体育館で勤務しております。勤務は夏季、冬季の休業期間中は週１回の管理業務を行い、通
常は週30時間のパート勤務で、主に体育館、陸上グランド、球技場等を使用して行われる「体育・健康
科学実習」のための時間割の作成や、授業に必要な物品、資料の準備を行うことになっております。授
業は、教育学部の先生と非常勤講師の先生で実施されており、また、体育館業務を行う上で、配慮もい
ただいており感謝しております。授業の場としての体育館は、学生の部活の場としても利用されており、
明るい声が毎日響いております。学生の教育の場としての施設環境の整備や学生からの要望については、
教育センター関係各係にお願いし、連携をとりつつ努力していきたいと思っております。

渡　邊　裕　香（学生部教務課特任専門員）
　平成24年４月から縁あって教育システムであるMoodleの管理・運用・普及を担当しております。鹿
児島大学でMoodleが導入されてから約４年、少しずつ広まってきていますがもっと多くの方に授業に

職　員　紹　介
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取り入れて欲しい一心で講習会や個別対応をメインとした勉強会、講義の受講生登録等を行っています。
　常にわかりやすく丁寧に対応することを心がけ、興味を持ってもらえるように楽しくMoodleを広め
ていこうと思います。まだまだ未熟で至らない点が多々ありますがどうぞよろしくお願い致します。

前　村　泰　子（教育推進係長）
　平成24年７月の人事異動で教育推進係へ参りました。この係は、二人体制でFD委員会、教育センター
高等教育研究開発部および外国語教育推進部の事務を担当しており、FD関連事業の企画・実施に携わっ
ております。また、今年度からは大学院共通科目・特別コース推進部の事務も担当することになりまし
た。まずは今年度のFD関連事業がスムーズに実施できるように努めていきたいと考えています。
　長く働いていても、携わったことのない業務だと迅速に処理できないこともあり迷惑をかけることも
ありますが、心に余裕がないときこそ“笑顔”を忘れずに、誠意を持って頑張っていきたいと思います。

加　藤　晃　子（教育推進係主任）
　平成24年７月で教育センター事務室に配属されてから４年目を迎えました。係の仕事は、FD委員会・
高等教育研究開発部会・外国語教育推進部会といった事務をはじめ、アンケートのデータ処理関係、教
育センターオープンクラスやFD・SD合同フォーラムといったイベント的な仕事まで担当しています。
打合せが多いので、たまに何の打合せだったのか混乱するときもあります。少しでも前村係長を補佐で
きるよう努めていきますので、ご指導くださいますようお願いいたします。

崎　山　英　博（共通教育係長）
　この年報でも随所に情報が掲載されているように、教育センターでは、平成25年度から共通教育等の
改革が実施されます。学生さんが履修登録を行う際に感じる主な変更点としては、教養科目の枠組みが
大幅に変わると言うことです。また、教育センターとしても、改革に合わせた委員会等の組織改編も行
われる予定です。
　共通教育係は、大学の役割りとして最も重要である教育面を担当しています。学生さんが勉学に集中
出来るよう、より良い環境を提供していくことに一層の工夫が必要だと考えています。今後も、窓口で
学生さんの立場に一番近い共通教育係が、大学の教育面での改善に貢献出来るよう頑張っていければと
思っています。

上　籠　祐　介（共通教育係員）
　平成21年４月に共通教育係に配属され、窓口業務やシラバス作成、科目専門委員会などを担当してい
ます。窓口業務では直接学生、特に新入生と接することができ元気をもらえますし、尋ねてくる学生の
力になれる（気がする？）ので、大学職員としてとてもやりがいがあります。
　さすがに今では業務にも慣れましたが、配属当初はわからないことばかりで学生には迷惑をかけるこ
ともありました。時の流れは早いもので、その頃に対応した新入生の多くが今年度で卒業を迎えます。
大学生活に満足し、無事卒業してくれることを願います。

東　　　あすみ（共通教育係員）
　平成24年7月に異動してきました。主に、教育学部・歯学部の学生窓口、共通教育科目等の成績や放
送大学関係の業務を担当しています。これまでは、職員向けのシステムサポート等を行う業務を担当し
ていたため、業務内容ががらりと変わり、毎日たくさんの学びや発見があります。
　これから、学生さんが相談しやすい雰囲気作りを心がけ、正確・丁寧・迅速な対応が出来るよう努め
ていきたいと思っています。また、先生方と接する機会もたくさんあるので、幅広い知識を身につけ、
色々な場面で少しでもお役に立てればと考えています。
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山　﨑　邦　弘（共通教育係員）
　期待に胸を膨らましつつ不安たっぷりで入学し、初めてうける授業が共通教育科目。
　そしてその履修を管理するのが共通教育係。そのため、新入生の大学での最初の窓口となることも多
く、その質問はさまざま、、
　『履修手続の仕方は？』『通学定期の為の通学証明書を発行はどこでしてもらえるの？』
右も左もわからず戸惑いながらも、活き活きと新生活を始めた彼らの姿に○年前の自分を重ね、懐かし
さと羨望をもって学生サービスに勤めています。
　とは言いつつ私も”国立大学法人職員”として経験は一年余り、まだまだ勉強の毎日です。

柏　木　京　子（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係窓口で主に農学部・共同獣医学部・水産学部の窓口業務とサークルの教室貸出し、非常勤
講師の勤務時間報告等の仕事をしています。
　学生さんは私の子供世代ですが、中には初めて親元を離れひとり暮らしをする中で、学業の他にも不
安な事や困った事などがあるでしょう。そんな時はお母さんと思って何でも相談してほしいと思います。
　みなさんの学生生活がより有意義なものとなりますように、またそのお手伝いが少しでも多くできれ
ばと願いながら、私自身も日々努力していきます。

松　林　明　美（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で、窓口業務・開設科目表の作成・講義の講義室割振り業務等を担当しております。学生
さん達が、子供と同年代であるため、母親の視点で業務を行わないように注意しているつもりです。ま
た、先生方とお話をする機会も多いですが、対応をするときには、先生方と学生さん達で、言葉づかい
を変えることのないようにも気を付けています。
　人と関わらなければ出来ない仕事なので、対応された側も、快く受け止められるよう、心がけて今後
も業務をこなしていきたいと思っています。

大　野　由美子（共通教育係事務補佐員）
　勤務内容は、大まかに言うと共通教育係の非常勤講師の先生方のお世話をしています。
　中身は、授業に関する事務や講義室の機器等の説明など…何を尋ねられても対応できるように頑張っ
ています。１番心がけている事は、先生たちとのコミュニケーションをどのように取るか、外国人の先
生方も多いので身振り・手振り・単語を並べてお互いが楽しく仕事が進むよう取り組んでいます。メイ
ンは、学生が共通教育係の窓口を通じて共通教育科目等の単位を修得し専門へ進級できるようにお手伝
いする事です。微力ながら頑張っていきますので、よろしくお願い致します。

松　山　貴　子（共通教育係事務補佐員）
　共通教育係で非常勤講師のお世話をしています。共通教育係はオープンカウンターになっており、多
くの学生達が訪れますので、毎日元気をもらっています。たまにはお互いに笑いが出たりと雰囲気のい
い窓口作りに少しでも貢献できればと思っています。また、非常勤の先生方に関しては、外部から大学
に出向いて講義をしていただいていますので、気持ちよく講義ができるよう、万全なお手伝いを心掛け
ています。これからも微力ながらできることを精一杯していきますので、どうぞよろしくお願いいたし
ます。
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編　集　後　記

　鹿児島大学教育センター年報第９号は、平成２３年度の本センターの記録です。この一年、本センター
の活動へご支援いただいた皆様方に心より御礼申し上げます。
　さて、鹿児島大学における教育の拠点として平成１５年１０月に設置された本センターは、鹿児島大学の
めざす「進取の精神」と「学士力」を有する人材育成のため、共通教育の企画・実施を行ってまいりま
した。さらに、平成２３年度からは、従来から設置されていた高等教育研究開発部、共通教育企画実施部、
外国語教育推進部に加え、大学院共通科目・特別コース推進部を新たに設け４部構成となり、さらなる
機能強化を図っています（大学院共通科目・特別コース推進部については本誌特集で掲載しております）。
　また、平成２５年度からは新しい教育プログラム「進取の精神をもった学士の養成を目指す共通教育改
革」を本格導入する予定です。学生の自己実現に向け、教育支援を少しでも充実させることで、彼らが
明るい未来を切り拓くことを期待しております。今後の本センターにおける新取り組みに対してもご理
解、ご協力をいただきますようよろしくお願い申し上げます。
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